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徳島県

四国の東部に位置し、東は紀伊水道に面し、北は香川県、南は高知県、西は愛媛県に接して

います。山地が多く、全面積4,146.8㎢のおよそ８割を占めています。

約400年の伝統がある「阿波おどり」や「阿波藍」などの文化を有し、吉野川、那賀川、四

国山地、紀伊水道を始めとする自然が豊かで、鳴門の渦潮や祖谷のかずら橋、大歩危・小歩危

などの観光資源が有名です。農畜産業（すだち、さつまいも（なると金時）、にんじん、阿波

牛、阿波尾鶏）や水産業（鯛・わかめ・鱧）などが盛んです。
たい はも

お お ぼ けい や こ ぼ け

人 口 731,069人

高 齢 化 率 33.4％

面 積 4,146.8㎢

※平成31年４月１日現在
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

１．「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島について

高齢者を中心に深刻化する消費者被害を防止し、消費者の安全・安心を確保するため

に、平成26年６月に消費者安全法（平成21年法律第50号）が改正され、平成28年４月

に施行されました。同改正により、高齢者、障がい者等の消費生活上特に配慮を要する

消費者（消費者被害に遭いやすく見守りが必要な方々）と適当な接触を保ち、その状況

を見守ることその他の必要な取組を行う「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワ

ーク）」（以下「協議会」という。）を組織できることになりました。

この協議会の最大のメリットは、同法に基づき、個人情報の第三者提供が可能となる

ことです。構成員間、あるいは、国や地方公共団体、国民生活センターなどの関係機関

との間で、見守り等の対象者に関する個人情報を共有し、よりきめ細やかで実効性のあ

る見守り活動を行うことができます。

また、協議会で個人情報を取り扱わない場合でも、構成員間における消費者被害の動

向等の情報共有や、関係機関に消費生活センター等の役割を知ってもらうことにより、

「地域における消費者被害の関心を高められる」、「顔の見える関係が作れる」など、

高齢者等を見守る関係機関同士の連携が図りやすくなり、被害の未然・拡大防止につな

がりやすいというメリットもあります。

消費者庁では、「地方消費者行政強化作戦（平成27年3月24日）」において、相談窓

口のない地方公共団体（市町村）の解消や、消費生活センター設置の促進、消費者教育

の推進、消費者安全法に基づく協議会設置等の目標を掲げ、「どこに住んでいても質の

高い相談・救済を受けられる地域体制」を全国的に整備することを目指しています。

同時に、同強化作戦において、令和元年度までに人口５万人以上の全市町に協議会を

設置していただくことを目標としています。全国では、それぞれの地域の実情に応じた

協議会が設置されつつありますが、いまだ道半ばの状況にあります。

国として協議会の設置促進を進める中、平成29年７月24日に徳島県庁の10階に「消費

者行政新未来創造オフィス」（以下「オフィス」という。）を開設しました。同オフィ

スでは、全国展開を見据えたモデルプロジェクトの一つとして「消費者安全確保地域協

議会（見守りネットワーク）の構築」に取り組んでいます。
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徳島県は、令和元年度までに県内全ての市町村に協議会を設置することを目標に掲げ、

平成29年度当初から市町村長や各関係部局に協議会設置に当たっての協力依頼を行うなど、

県内市町村への積極的な働き掛けを行っています。また、オフィスも徳島県と共に市町村

を訪問し、制度説明や情報提供等を行っているところです。徳島県は、他県の先行事例な

ども参考にしながら、全国に先駆けて人口５万人以上の全市（徳島市、阿南市、鳴門市）

で協議会が設置されました。その後も協議会の設置が順調に進み、平成31年３月27日に未

設置最後の１町で協議会が設置されました。これにより、徳島県内では、24市町村全てに

協議会が設置され、高齢者等が安全・安心に暮らせる体制が整備されたことになります。

協議会の設置はゴールではなくスタートです。今後、構成員間での有機的な連携が活発

に図られるなど、それぞれの地域で実効性のある活動が始まり、それが地域の隅々まで広

がることが期待されています。

本事例集は、徳島で積み重ねた事例について、設置プロセスや構成員選定のポイント、

設置の際に苦労・工夫した点などについて、広く全国に紹介することで、全国の市町村に

おける取組の参考にしていただくことを目的として、作成したものです。

協議会の設置を検討されている地方公共団体や地域で高齢者の見守り活動に取り組まれ

ている皆様におかれましては、今後、本事例集を参考に、地域の実情に応じた協議会を設

置していただければ幸いです。

最後に、本事例集の作成に当たり、御協力いただきました関係者の皆様に深く御礼申し

上げます。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

１．「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島について
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１ 用語

原則、本事例集で用いる用語の定義は、次のとおりとする。

（１）協議会：消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３の規定に基づ

く消費者安全確保地域協議会。

（２）センター：消費者安全法第10条第１項及び第２項の規定に基づく消費生活

センター。

（３）国民生活センター：独立行政法人国民生活センター。

（４）PIO-NET：国民生活センターと都道府県、政令指定都市及び市区町村の消

費生活センターや消費生活相談窓口をオンラインネットワークで結んだ「全

国消費生活情報ネットワークシステム」（Pract ical L iv ing Information

Onl ine Network System）。

（５）高齢化率：65歳以上の割合。

２ 地方公共団体の基礎データ

（１）消費行政担当職員数は、地方公共団体から情報提供。

（２）消費生活相談件数は、消費生活センターごとに集計された消費生活相談件

数（PIO-NETデータ）（令和元年７月１日現在）。徳島県から情報提供。

（３）人口及び高齢化率は、徳島県ウェブサイト参照(平成3１年４月１日現在）。

徳島県年齢別人口

（https://www.pref.tokushima.lg.jp /stat ist ics /month /j inkou）

（４）面積は、国土地理院ウェブサイト参照(平成30年10月１日現在）。

平成30年全国都道府県市町村別面積調

（http://www.gsi .go.jp /KOKUJYOHO/MENCHO201710-index.html）

３ 設置要綱

設置要綱及び構成員一覧については、事例集の作成上、消費者庁において体

裁を統一。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成30年10月12日

事 務 局 住民課

構 成 団 体 数 ５団体

設 置 要 綱 無し

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

民生委員児童委員協議会との連携で見守る

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町

人 口 1,369人

高 齢 化 率 55.4％

面 積 109.6㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：１人

センター名称
( 広 域 連 携 )

小松島市消費生活センター（小松島市内）
(小松島市、勝浦町、上勝町）

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：268件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）

上勝町

当町は、四国山脈の南東山地、勝浦川の上流に位置し、標高1,439mの高丸山を最高峰とす

る総面積の88.4％を山林が占める町です。観光スポットとしては全国棚田百選に選ばれた樫

原の棚田や山びこポイントなどがあります。

山間部の小さな町ですが、全国から多くの視察者が訪れる取組をしています。その一つは、

ごみゼロ（ゼロ・ウェイスト)宣言を行い、2020年までに焼却・埋立処分を無くす努力を進め

ていることです。具体的には、住民自らごみを45分別し、ごみステーション（収集場）に持

ち込む、使える不要品は施設内の「くるくるショップ（リサイクルセンター）」へ提供し、必

要とする人が持ち帰るといったシステムが確立されています。

また、高齢者等がICTを活用し、紅葉、柿、南天、桜、桃の花などを料理の“つまもの”とし

て出荷している「葉っぱビジネス」や、その支援を行う第三セクター「株式会社いろどり」は

有名です。
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◆選定のポイント

民生委員・児童委員は、高齢者関係だけでなく子どもも含めた幅広い住民を対象として活

動をしており、住民の様々な情報が一番集まりやすいと考えました。当町の民生委員児童委

員協議会は、地域に溶け込んで活動しており、住民にとって、とても身近な存在です。

構成員について

設置の背景

当町は、人口約1,400人規模の町で、高齢化率が55％以上と徳島県内で最も高齢化が進んで

います。小さな町であり、これまでも地域の方々に何か異変があれば、福祉の関係団体や住民

課等のどこかに連絡が入るような、緩やかな見守り体制がありました。また、町の広報誌に消

費者被害の記事を掲載したり、不審者情報があれば、全戸に設置された防災行政無線の戸別受

信機により町内放送を行い、注意を促したりという取組をしていました。

このような見守りの体制があるため、当初は新たに協議会を設置する意義を余り感じておら

ず、業務負担の増加等を懸念する意見が住民課内にありました。

しかし、県から協議会の設置を折に触れて勧められ、課内で設置の意義を改めて検討したと

ころ、協議会ができることによって、センターと警察との連携がこれまで以上に進み、消費者

被害の防止や早期解決につながるのではないかと考え、既存の組織を活用した協議会を設置す

ることにしました。

高齢化が進む小さな町であるため、自治会や民生委員児童委員協議会など地域の様々な活動

の役員を引き受けてくれる方も高齢化が進んでいます。そのため、新たな組織を作ることは担

い手の負担が大きいという実情があります。このような状況から、消費者行政と福祉全般の両

方の業務を担っている住民課が、どのような体制で協議会を設置すればよいか課内で検討しま

した。その結果、既に高齢者の見守り活動を行い、日頃から住民と密接な関係もあり、情報が

集まりやすい民生委員児童委員協議会をベースとした協議会（既存+α）を設置することにし

ました。

民生委員児童委員協議会の定例会の場に、構成員となる警察、駐在所、小松島市消費生活セ

ンターに来ていただき、今後、消費者安全法に基づく協議会としての機能を持った組織とする

ことを説明し、了承を得ました。県から、消費者安全法上の協議会である旨を議事録に残す形

でもよいとの助言を頂いたため、設置要綱は作成せず、その旨を議事録に記載することにしま

した。

見守り活動は、これまでと同様に民生委員児童委員協議会が中心となり、事務局は民生委員

児童委員協議会の担当課であり、消費者行政担当課でもある当課が担います。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町
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見守りネットワークイメージ図

10月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月

スケジュール

10月から
設置方法に
ついて検討

設

置

10/12

H29

かみかつ消費者見守りネットワーク

「消費者庁イラスト集」より

ଡ
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৩

ৠ


８月
個別に関係団
体への説明・
合意形成

事務局
（住民課）

福祉関係

警察
情報共有・連携

消費生活センター

構成員の主な内訳（全５構成員)

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

※ 住民課は、福祉行政及び消費者行政
の両方の業務を担っています。
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子ども・高齢者・障がい者等

これまでも、住民の異変に関して、民生委員児童委員協議会から当課に情報提供していた

だいており、最もコンパクトで動きやすいと考え、参画を依頼しました。

情報のつなぎ先であるセンターや警察には、専門的な知識を持った方がいらっしゃるので

構成員として外せないと考えました。また、住民にとって身近な相談先である駐在所にも参

画していただきました。

◆参画依頼時の構成員の反応

民生委員児童委員協議会は、これまでも日頃の活動の中で地域に密着し、高齢者の見守り

活動を行っているため、特に反対はなく快く引き受けていただきました。

２月から
課内で既存組織の活用
について検討

５月から
民生委員児童委員協議
会を活用した協議会と
することを検討
６月の民生委員児童委
員協議会の定例会で了
承を得る

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町

H30
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◆今後の活動

・年１回、総会の開催を予定しています。また、必要に応じて、民生委員児童委員協議会の

開催時に協議会を開催します。

・構成員を対象に、研修会の開催等を予定しています。

◆課題

高齢化が進む中、活動の中心となる民生委員・児童委員も同様に高齢化が進んでおり、活

動の担い手を見付けにくいことが課題です。

今後の活動・課題 など

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町

協議会を設置するに当たり、民生委員児童委員協議会が協議会の構成員となることに対し、

民生委員・児童委員が身構えないように留意しました。協議会についての説明の際は、消費者

被害について知っていただくとともに、小松島市消費生活センターの活動も知っていただくた

め、センター発行の広報誌を持参しました。これにより、構成員が消費者被害について相談を

受けた際のつなぎ先が明確になりました。

既にある組織を活用し、民生委員児童委員協議会には、これまでの取組の中で消費者被害防

止の視点を加えて活動をしていただき、住民の皆さんと関わるようにお願いしました。何かし

ら普段と違った気付きがあった際に、消費者被害の専門機関であるセンターや警察に情報をつ

なぐために協議会が必要であることを説明しました。

さらに、設立総会時には、構成員全員の共通認識として、民生委員・児童委員が消費者被害

に関する相談を受けたり、何か異変に気付いたりした際は、問題を解決しようとするのではな

く、「センターや駐在所に相談してみては。」と声を掛け、センターに電話で相談する際に、

契約書を一緒に探したりファックスを送ったりするなど、相談する手伝いをすることが役割で

あるということを確認しました。

特に配慮したのは、個々の消費者被害の対応・解決を民生委員児童委員協議会がするという

ような誤解が生じないようにしたことです。「協議会に参加しているから、活動中に受けた消

費者相談を解決しなければならない。」と責任を感じ負担感だけが増すことがないように、新

しいことをするのではなく、これまでの活動の延長であることを説明しました。

苦労した点・工夫した点 など

７

構成員が住民の異変に気付いた場合、個人情報を含めた内容をセンター等に連絡・相談しま

す。今後、見守りリスト等の作成も含め、構成員間での個人情報の共有について検討したいと

考えています。

有り個人情報の取扱い



担当者の声

住民への注意喚起や啓発には防災行政無線を活用しています。町内全戸に、戸別受信機を設

置しており、家の中で音声が流れるため、一斉に情報共有を図ることができます。啓発チラシ

等は、毎月発行される町広報誌に折り込むことで全戸に配布しています。小さな町だからこそ

できるタイムリーできめ細やかな情報提供手段であると考えています。

一方、民生委員児童委員協議会は、住民に直接関わることが多く、細かな情報を持っていま

す。協議会の設置により、民生委員児童委員協議会の持つ消費者問題に関わる情報を構成員間

で共有することが可能になりました。

これらのことから、民生委員児童委員協議会をベースとした組織の良さをいかし、これまで

の住民との信頼関係を大切にした緩やかな見守りと、きめ細やかな情報提供による注意喚起に

より、消費者被害を防ぎたいと思います。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町

８



かみかつ消費者見守りネットワーク
（上勝町消費者安全確保地域協議会） 議事録(抜粋）

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町

開催日時：平成30年10月12日 13時30分～15時15分

開催場所：上勝町役場本庁3 階 第１会議室

出 席 者 ：小松島警察署安全課

小松島警察署地域課上勝町福原駐在所

小松島市消費生活センター

上勝町民生委員児童委員協議会13名

上勝町住民課

〇住民課課長

高齢者を含めすべての町民は消費者であり、消費者トラブル、また、その他の困りごとなど

を相談できる身近な相談者としてのネットワークを立ち上げるものです。なお、本ネットワー

クについては消費者被害防止のため、消費者安全法第11条の３第１項の規定に基づく消費者安

全確保地域協議会としても位置付けさせていただくことを御理解いただけますようお願いしま

す。

＜異議なし＞

９



1 上勝町民生委員児童委員協議会

2 小松島警察署生活安全課

3 小松島警察署地域課上勝町福原駐在所

4 小松島市消費生活センター

５ 上勝町住民課

かみかつ消費者見守りネットワーク 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成30年10月17日

事 務 局

みよし消費生活センター

三好市産業観光部商工政策課

東みよし町産業課

構 成 団 体 数 16団体

設 置 要 綱 有り

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

人 口 三好市:24,505人、東みよし町:14,033人

高 齢 化 率 三好市:44.7％、東みよし町:35.7％

面 積 三好市：721.4㎢、東みよし町：122.5㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：

三好市：１人 東みよし町：1人

セ ン タ ー 名 称
( 広 域 連 携 )

みよし消費生活センター（三好市内）
(三好市、東みよし町）

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：13件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）

■東みよし町■三好市

広域連携と個人情報共有カードを活用した
実効性のある見守り

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会 三好市
東みよし町

徳島県

地方公共団体の紹介

●三好市

平成18年、三野町、池田町、山城町、井川町、東祖谷山村、西祖谷山村が合併し、現在の三

好市となりました。四国のほぼ中央部に位置し、剣山、大歩危峡・小歩危峡、及び黒沢湿原と

いった豊かな自然や、平家落人伝説の残る祖谷のかずら橋などの歴史的文化遺産があります。

近年では、「大歩危・小歩危」のラフティングや池田ダム湖でのウェークボードの世界大会が

開催されるなど、ウォータースポーツも盛んに行われています。

●東みよし町

平成18年、三好町と三加茂町が合併し、現在の東みよし町となりました。四国のほぼ中央部

に位置し、北には阿讃山脈、南には四国山地の急峻な山々があります。

町内には、国指定特別天然記念物の「加茂の大クス」や県の名勝・天然記念物に指定されて

いる「美濃田の淵」があります。また、四国で唯一JAFの公認を受けた「阿讃サーキット」、

日本スカイスポーツ界屈指のスカイエリアの拠点となる「天空の郷夢里庵」など、自然、歴史

文化、体験観光の見所がたくさんあります。

ひがしいややまそん にしいややまそん

おおぼけきょう こぼけきょう くろぞうしつげん
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ゆめりあん

おおぼけ こぼけ



◆選定のポイント

構成員の選定は、地域住民と密接な関係にある組織や団体に依頼することとしました。高

齢者等の見守り活動には福祉部局の協力は欠かせないと考え、協議会設置について説明し、

協力を求めました。

地域包括支援センターの担当者が、日頃から消費者被害に関する問題意識を持たれていた

ため、両市町の地域包括支援センターに声を掛け、協議会設置のための「消費生活相談の関

係者会議」（以下「関係者会議」という。）を開催しました。関係者会議には、両市町の社

会福祉協議会、地域包括支援センター、以前から広域連携のある三好広域連合介護保

険センター、相談のつなぎ先となる警察、センターのほか、関係部局として、両市町の福祉

部局と消費者行政部局の三好市商工政策課と東みよし町産業課が集まりました。また、消費

構成員について

設置の背景

三好市と東みよし町は、以前からいろいろな分野で連携した取組を行っています。みよし

広域連合として介護などの福祉関係や、消防、ゴミ処理等様々な分野で連携して広域行政を

行っています。また、平成30年３月に三好市内に「みよし消費生活センター」を広域連携で

開設しました。

センターでは、地方消費者行政強化交付金を活用して作成した、消費者被害に関する啓発

グッズを敬老会や婦人会の集まりの場で配布してもらったり、地域包括支援センターの広報

誌に年２回程度、消費者被害の事例を掲載してもらったりするなど、福祉部局とも連携しな

がら消費者被害の防止に取り組んできました。

センターができるまでは、両市町共に消費者被害に関する対応は地域包括支援センターや

消費者行政部局がそれぞれ個別に行っていました。

こうした状況の中、消費者庁、県から協議会の設置に関する説明を受け、平成29年10月か

ら、三好市と東みよし町の担当課による設置の相談が始まりました。

上記のとおり、これまでも両市町の連携・信頼関係ができていたため、当初から、広域連携

で協議会を設置することが自然の流れでした。

両市町が連携し、消費者被害の未然・拡大防止、早期発見等、消費者安全の確保のための取

組を効率的・効果的かつ円滑に行うことにより、住民が住み慣れた地域で、安全・安心に生活

できるよう支援することを目的に、両市町の消費者行政部局が中心となり、新規で協議会を設

置することにしました。

事務局は、広域連携で設置したセンターと両市町の消費者行政部局が担うことにしました。

これまでどおり、何かあればお互いに相談しながら進めたいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

新規センターと三好市と東みよし町（消費者行政部局）が中心の組織

12



10月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 10月

スケジュール

4月中旬から
構成員の選定
設置要綱案の作成

H29 H30
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৩
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2月中旬から
協議会設置に当たり
福祉部局へのヒアリング

３/１

७
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ॱ
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৫
ਝ

設

置

10/17

者庁と県も入っていただき、協議会の骨格について話し合いました。その後開催された準備

会において、組織の構成員等について協議しました。

弁護士会には、既にセンターの相談業務の機能強化のため、地元の弁護士に御協力を頂い

ており、協議会に法的な観点からアドバイスを頂きたいと考え、構成員としての参画を依頼

しました。県の協議会に徳島県弁護士会が構成員として参画しているため、当市町の協議会

にも徳島弁護士会に構成員として参画を依頼し、徳島県弁護士会の会議において、弁護士会

の承認を得て、構成員として参画いただくことになりました。会議等には、同弁護士会を通

じて地元の弁護士に参加していただく予定です。

◆参画依頼時の構成員の反応

構成員からは反対意見はなく、最近の消費者被害や、協議会の主体はどこかという質問が

ありました。事務局からは、最近の消費者被害の状況や、協議会の主体は地方公共団体であ

る旨を説明し、御理解を得ることができました。準備会の中で、「精神障がい者関係を担当

している保健所を構成員に加えてはどうか。」、「東みよし町では総務課が危機管理担当で

あるため、連携の必要がある。」という意見があったため、両組織に参画を依頼し、どちら

も快く承諾していただきました。このほか、住民に近い存在である民生委員・児童委員の協

議会にも参画を依頼し、引き受けてくださいました。

◆今後の予定

高齢者等への消費者被害の注意喚起などに協力していただく団体に、どのように関わって

いただくのがよいか、今後、活動を進める中で検討していきたいと考えています。

ঢ়
બ


ভ
৮

２/20


ভ

７/９

10月から
両市町の消
費者及び福
祉担当者等
による設置
に係る協議

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

広域連携で協議会を設置するに当たり、関係者の認識の擦り合わせと情報共有が大事だと考

え、福祉部局の協力を得ながら、関係者会議及び準備会を開催し、関係機関に対する制度説明

と意見交換を行いました。この結果、関係機関の消費者被害への認識が高まり、協議会設置前

から消費者被害に関する情報がセンターに届くようになりました。

また、他の協議会の取組を参考にして、人事異動で構成員が代わってもスムーズに引き継ぎ

ができるよう、設置要綱や会議資料をつづるファイルを作成することにしました。会議資料等

をファイリングし、担当が代わる際にはそのファイルを引き継いでもらいます。

このほか、センターが中心となって、「消費者被害注意喚起情報」（消費者被害防止メール

（参考３））を構成員及び高齢者等への啓発活動に御協力いただく関係団体に対し、速やかに

メールで情報共有し、消費者被害に関する啓発や対策を速やかに行うこととしています。

また、センターではSNSを利用した情報発信にも取り組んでおり、協議会として構成員か

ら提供された消費者被害に関する情報についても、SNSを通じて注意喚起や、周知・啓発を

図ることにしました。

苦労した点・工夫した点 など

構成員が高齢者等の異変に気付いた場合、消費生活相談連絡シート（参考１）を用いて個

人情報を含めてセンターに連絡します。情報を受け付けたセンターは、個人情報共有カード

（参考２）を速やかに作成します。個人情報の共有については、事案ごとに事務局内で相談

し、見守り対象者に関係する構成員にのみに個人情報共有カードを用いて情報共有し、実効

性のある見守り活動に取り組むこととしています。

有り個人情報の取扱い

見守りネットワークイメージ図

三好市・東みよし町消費者被害防止協議会

「消費者庁イラスト集」より

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全16構成員)

３

９

１

２

０

０

１

０

地域包括支援
センター

福祉関係 警察・
司法関係

情報共有・連携

高齢者・障がい者等

事務局
（みよし消費生活センター・
三好市産業観光部商工政策課

東みよし町産業課）

消費生活センター

その他行政

保健関係
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担当者の声

消費者被害が三好市、東みよし町において起きているということを、構成員だけではなく、

高齢者等を実際に見守る方々にも知ってもらう必要があると考えました。そのため、設立総会

の後に、構成員及び高齢者等への啓発活動に御協力いただきたいと考えている団体等を対象に、

消費者庁を講師とした講演会を開催しました。また、その際には、見守りの声掛けポイント、

消費者トラブル対応手順などを記載したチラシ（参考４）を配布しました。

この結果、消費者被害への意識が高まり、構成員からセンターへの特殊詐欺や架空請求等の

情報提供が多数寄せられるようになりました。

また、協議会設置後は、センターから構成員に対し、県内の消費者被害に関する注意喚起情

報を配信しています。福祉部局の構成員にも、消費者被害について情報共有を図るとともに、

理解していただけるようになったことから、「今後、会議を開催するので、何か高齢者への啓

発活動を行いますか。」と声を掛けていただくようになり、消費者被害防止の取組に広がりが

できています。

今後も、消費者被害の未然・拡大防止、早期発見等、消費者安全の確保のため、両市町が連

携し実効性のある見守り活動を継続していきたいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

◆今後の活動

・年１回総会を開催し、必要に応じ担当者会を開催する予定です。また、総会開催同日には

講演会又は研修会を開催したいと考えています。

・消費者被害に関する情報は、構成員からの情報提供も含めてセンターが集約し、両市町で

発生した消費者被害に関する注意喚起情報等を月１回程度、「消費者被害注意喚起情報」

として構成員や関係団体にメールで配信します。

・ SNSを利用した消費者被害に関する注意喚起情報を、随時送信します。

・高齢者向けの消費者被害に関する啓発パンフレットを作成する予定です。

・住民を対象に消費者被害に関するアンケートを実施する予定です。内容については検討中

ですが、協議会の認知度についても調べたいと考えています。

・消費者部局に限らず、両市町が関係するイベントに合わせて、協議会として高齢者の消費

者被害防止のための普及・啓発キャンペーンを実施する予定です。

◆課題

高齢者等への消費者被害の注意喚起などに御協力していただく団体に、どのような形で協

議会に関わっていただくのかについては、今後、活動を進める中で検討していきたいと考え

ています。

今後の活動・課題 など
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平成30年10月11日

告示第82号

（趣旨）

第１条 この要綱は、消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定に基づ

き、三好市と東みよし町が連携し、全ての住民の消費者被害の未然防止・早期発見及び拡大

防止等、消費者安全の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うことにより、全ての住民が

住み慣れた地域で安心して生活できるよう支援することを目的として設置する「三好市・東

みよし町消費者被害防止協議会(以下「協議会」という。)に関し、必要な事項を定めるもの

とする。

（所掌事項）

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。

（１） 消費者被害防止等の取り組みに有用な情報の共有

（２） 消費者被害防止等の取り組みにおいて把握した情報の管理

（３）その他、消費者被害防止のため、必要と認められる活動

（組織）

第３条 協議会の委員は、別表に掲げる構成員をもって組織する。

２ 委員は、三好市長又は東みよし町長が委嘱又は任命するものとする。

３ 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。

４ 委員が委嘱当時の職を離れたときは、解任されたものとし、補欠の委員の任期は前任者の

残任期間とする。

５ 必要があると認めるときは、協議会の議事において、委員の追加を図ることができる。

（役員）

第４条 協議会に会長１人及び副会長１人を置く。

２ 会長及び副会長は、委員の互選によりこれを定める。

３ 会長は、協議会の会務を総理し、協議会を代表する。

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理

する。

（会議）

第５条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長が議長となる。

（秘密保持義務）

第６条 協議会の委員は、会議並びに協議会の活動を通じて知り得た秘密を漏らしてはならな

い。委員の職を退いた後も同様とする。

三好市・東みよし町消費者被害防止協議会要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県
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（庶務）

第７条 協議会の庶務は、みよし消費生活センター並びに東みよし町産業課において処理する。

（補則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が会議に諮っ

て定める。

附 則

この告示は、平成30年10月17日から施行する。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県
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1 徳島県三好警察署

２ 徳島県西部総合県民局保健福祉環境部三好保健所

３ 徳島弁護士会

４ みよし広域連合介護保険センター

５ 三好市民生委員児童委員連絡協議会

６ 東みよし町民生委員児童委員協議会

７ 社会福祉法人三好市社会福祉協議会

８ 社会福祉法人東みよし町社会福祉協議会

９ みよし地域包括支援センター

10 東みよし包括支援センター

11 みよし消費生活センター

12 東みよし町総務課

13 三好市環境福祉部長寿・障害福祉課

14 東みよし町福祉課

15 三好市産業観光部商工政策課

16 東みよし町産業課

三好市・東みよし町消費者被害防止協議会 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

（参考１）消費生活相談連絡シート
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

（参考２）個人情報共有カード
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

（参考３）「消費者被害注意喚起情報」（消費者被害防止メール）
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

（参考４）チラシ（気付き・声かけのポイント）
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（２）三好市・東みよし町消費者被害防止協議会
三好市
東みよし町徳島県

（参考４）チラシ（問題に気づいた時の対応手順）
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成30年11月２日

事 務 局 経済建設部企業応援課

構 成 団 体 数 22団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

気付きを適切な機関につなぐ

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

人 口 28,793人

高 齢 化 率 38.5％

面 積 367.1㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：１人

セ ン タ ー 名 称
( 広 域 連 携 )

美馬地区消費生活センター(美馬市、つるぎ町）

消費生活相談員数 ：３人
消費生活相談件数 ：167件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週６日開所
（ 月・火・水・木・金・日 ）

美馬市

美馬市は、平成17年に旧美馬郡内の脇町、美馬町、穴吹町、木屋平村が合併してできた、豊

かな自然と数多くの文化財が残る歴史情緒あふれる街です。市のほぼ中央を東西に四国三郎

「吉野川」が流れ、穴吹川など幾多の川が吉野川に流れ込んでいます。南部には剣山があり、

登山客や渓流釣り客が訪れます。

主要な産業としては、稲作・畜産のほか山間部では林業が行われています。また、当市には、

国の史跡に指定されている段の塚穴古墳や、郡里廃寺跡、国の重要伝統的建造物群保存地区に

選定され、藍の集散地として栄えた商人町の「うだつ（※）の町並み」があります。

※「うだつ」とは江戸時代の民家で、建物の両側に「卯」字形に張り出した小屋根付きの袖壁。
当初は防火の目的で造られましたが、設置に多額の費用を要したことから装飾の意味が強くな
り、次第に富や成功の証の象徴となっていきました。

つるぎさん

こおざとはいじあと

25



構成員について

設置の背景

当市では、消費生活相談員が消費者トラブルに関する記事を作成し、市の広報紙やウェブサ

イトを活用した情報提供、啓発講座や出前講座の開催など被害防止に努めています。センター

に寄せられる相談は高齢者の割合が高く、相談のきっかけが家族やケアマネージャーなど高齢

者の周りからのケースもあり、周囲が気付くことの重要性を認識していました。また、改正消

費者安全法に基づく協議会の設置を検討していたところ、県から設置についての勧めがあった

ことを機に、具体的な検討を始めました。

協議会の設置は、庁内や外部の関係機関との連携を深めるとともに、センターについて多く

の方に知ってもらう良い機会となると考えました。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

高齢者等の見守り活動を行うためには、消費者行政担当課だけでは不十分だと考え、福祉部

局の既存の組織の活用を検討しましたが、地域包括支援センターや民生委員・児童委員等には

法令に基づく業務や職務があるため、消費者被害防止に特化した協議会とすることが困難でし

た。そこで、福祉部局等の協力を得ながら協議会の在り方を検討し、当課が中心となり、情報

共有を軸とする活動と構成員同士の連携を図ることを目的とした協議会を新規に設置すること

にしました。

新規企業応援課（消費者行政部局）が中心の組織

◆選定のポイント

平成29年８月に当市内の各社会福祉法人が連携する「美馬市くらしサポートネットワー

ク」（以下「サポートネット」という。）が設立されました。サポートネットは、各法人だ

けでは対処できない利用者からの相談・支援を専門知識を持つ別の団体に橋渡しをする仕組

みとなっており、協議会に同様のスキームを活用したいと考えました。サポートネットの中

心である社会福祉協議会や地域包括支援センターを始めとする福祉部局関係者をコアメン

バーとし、事前説明会や準備会を開催し、構成員を選定していきました。

民生委員・児童委員は美馬市全体を統括する会長に依頼するだけでなく、各地域の実情を

よく知っている４地区の全ての会長に依頼しました。警察、金融機関（銀行・郵便局・農

協）及び福祉関係団体（老人クラブ連合会、手をつなぐ育成会、身体障害者連合会）の長

を戸別訪問し、参画依頼を行いました。長寿・障害社会課が所管している高齢者等への見守

り活動に関する協定の締結団体である徳島新聞販売店会にも、協議会の活動に協力していた

だきたいと考え参画を依頼しました。このほか、消費者被害の注意喚起など啓発活動の地域

の担い手として、消費者協会にも参画を依頼しました。
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

美馬市消費者安全確保地域協議会

「消費者庁イラスト集」より

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全22構成員)

３

11

０

１

６

０

０

1

見守りネットワークイメージ図

事務局
（経済建設部
企業応援課）

地域包括支援
センター

消費者関係

福祉関係

その他民間

警察

情報共有・連携

高齢者・障がい者等

消費生活センター

事業者関係

４月 10月 11月 12月 １月 ２月 3月 ８月 9月 10月 11月

スケジュール

１月～３月まで
構成団体への協力依頼
（担当者が個別訪問）

４月から
設置方法に
ついて検討

H29 H30

ଡ
ਛ
৩

ৠ


10/12

হ


ହ

ভ

11月から
福祉部局か
らヒアリン
グ、協議

12/15



ভ

(

ਸ਼
ڭ

␠

９月から
構成団体への協力依頼
（担当者が個別訪問）

設

置

11/２３/22



ভ

(

ਸ਼
ڮ

␠

９/26



ভ

(

ਸ਼
گ

␠

10月～３月まで
庁内の関係する部局との調整

８月から９月まで
設置要綱案作成

◆参画依頼時の構成員の反応

関係機関から「高齢者等はどこに相談したら良いのか分からず困っているため、どこに相

談しても適切な機関につながるネットワークが必要。」、「それぞれの組織に横串を通して

ほしい。」との意見を頂きました。

また、「何をしたら良いのか。」との声を頂いたので、「高齢者等を見守るための関係者

が集まり、「顔の見える関係」を作りたい。業務の中で、異変に気付いた際に、負担のない

形で、センターにつないでいただきたい。」と説明しました。

どこの機関に協議会の説明をしても協議会の必要性を認識していただき、賛同を得ること

ができました。
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

◆今後の活動

・年１回総会を開催し、高齢者等の見守り活動に関する協議や構成員相互の情報交換等を行

います。

・センターが年４回発信する消費者被害に関する啓発チラシ（参考２）を、構成員等に配布

します。

・各構成員の会議において消費生活相談員による出前講座を行い、高齢者等に関する消費者

被害の意識を高めます。

・これまでの見守り活動を続ける中で、それぞれの構成団体においてセンターの周知を図る

とともに、訪問活動の際に活用できる配布物の作成等を考えています。

◆課題

構成員における全ての気付きをセンターにつなげるために、個人情報の取扱いをどのよう

にするのがよいか検討が必要です。また、構成員同士の横の連携を図るため、具体的にどの

ような取組をするのがよいかは、今後の検討課題です。

今後の活動・課題 など

先述のように、協議会設置までに社会福祉協議会や福祉部局との事前説明会や準備会を開催

し、協議を重ねていきました。協議の中で、支援が必要な方々に対して、関係機関がどのよう

に支援していくのか、高齢者等が住み慣れた地域で自立して生活していくために、何が必要な

のかという社会的な課題に直面しました。まずは、それぞれの関係機関がどのように市民と関

わり、どのように活動をしているのかを、お互いに知る必要があると考え、事業内容を把握す

るためにヒアリングシートの作成を関係機関に依頼しました。それぞれの活動を互いに理解す

るとともに、協議会設置の必要性や取組を構成員の方々に理解していただく良い機会にもなり

ました。

また、構成員が協議会の仕組みを理解しやすいよう図（参考１）を作成し、総会で配布しま

した。

苦労した点・工夫した点 など
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構成員が消費者被害に気付き、センターへの相談について本人の同意を得られた場合は、個

人情報を含めてセンターにつなぎます。

構成員が被害に気付いて本人に声掛けをしても、本人がセンターへの相談を望まない場合は、

適切な見守りが必要となります。個人情報を適切に活用・共有できれば、効果的な見守り活動

ができると思いますが、その取扱いについてまだ具体的に決めていない状況です。構成員間の

個人情報の取扱に関して、今後どのようにするのがよいか検討したいと考えています。

有り個人情報の取扱い



「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

担当者の声

協議会設置を機に、いろいろな方からの要望や、活動についてお話を伺うことができ、横の

つながりが大切だと感じるとともに、市民がどこに相談しても必要とする情報がその人にきち

んと届くことを念頭に行政サービスを提供しなければならないと感じました。

１月には、一般市民も参加できる「消費者問題講演会」を開催しました。協議会設置につい

て説明した後、講師として招いた著名な落語家さんから、分かりやすく具体的なトラブル事例

を紹介していただき、「知る」、「関心を持つ」、「気付く」ことの重要性を伝えていただき

ました。地域における見守り活動の必要性を市民に周知することができたと思います。

当市の協議会は、構成員間での消費者被害に特化した情報共有から始めますが、今後、構成

員同士の連携が進み、高齢者等が抱える様々な問題に「気付き、適切な機関につなげる」組織

になっていくことを願っています。
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（設置）

第１条 消費者の利益の擁護及び増進に関連する関係機関・団体（以下「構成機関」という。）

が連携して、消費者安全の確保のための取組を効果的かつ円滑に行うため、消費者安全法（平

成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定に基づき美馬市消費者安全確保地域協議会（以下

「協議会」とする。）を設置する。

（構成機関等）

第２条 協議会の構成機関は、別表のとおりとする。

２ 協議会には、前項に規定する構成機関のほか、協議会の設置の趣旨に賛同する機関等を加え

ることができる。

（所轄事務）

第３条 協議会は、次に掲げる事項について協議及び調整を行う。

（１）高齢者等の見守り等に関する事項

（２）構成機関相互の情報交換及び調整に関する事項

（３）その他消費者被害の防止のために必要な事項

（組織）

第４条 協議会は、会長及び構成員をもって構成する。

２ 会長は、経済建設部長を充てる。

３ 構成員は、第２条第２項の規定に基づく構成機関に属する者をもって充てる。

（会議等）

第５条 協議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。

２ 協議会の会議は、年１回開催する。

３ 消費者被害の拡大防止、未然防止等のために必要がある場合には、臨時会議を開催すること

ができる。

（庶務）

第６条 協議会の庶務は、経済建設部企業応援課において処理する。

（秘密保持規義務）

第７条 協議会の構成機関、事務に従事する者又は事務に従事していた者は、会議で知り得た秘

密を漏らしてはならない。

美馬市消費者安全確保地域協議会設置要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市
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（その他）

第８条 この告示に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この告示は、平成30年11月２日から施行する。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市
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１ 徳島県美馬警察署生活安全課

２ 社会福祉法人美馬市社会福祉協議会

３ 美馬市老人クラブ連合会

４ 美馬市手をつなぐ育成会

５ 美馬市身体障害者連合会

６ 美馬市消費者協会

７ 美馬市くらしサポートネットワーク

８ 株式会社阿波銀行脇町支店

９ 株式会社徳島銀行脇町支店

1０ 日本郵便株式会社脇町郵便局

11 日本郵便株式会社美馬市内の郵便局

12 美馬農業協同組合

13 徳島新聞販売店会

14 美馬市脇町地区民生委員児童委員協議会

15 美馬市美馬地区民生委員児童委員協議会

16 美馬市穴吹地区民生委員児童委員協議会

17 美馬市木屋平地区民生委員児童委員協議会

18 美馬市保険福祉部生活福祉課

19 美馬市保険福祉部長寿・障がい福祉課

20 美馬市地域包括支援センター

21 美馬地区消費生活センター

22 美馬市経済建設部企業応援課

別表（第２条関係）

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

美馬市消費者安全確保地域協議会 構成員一覧
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

（参考１）資料「美馬市消費者安全確保地域協議会」
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市

（参考２）啓発チラシ「MiMaもリスク」
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（３）美馬市消費者安全確保地域協議会 徳島県 美馬市
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成30年12月25日

事 務 局 総務課

構 成 団 体 数 12団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

美波町は、平成18年に日和佐町と由岐町が合併して誕生しました。徳島県の南東部に位置し、

太平洋に臨んでいます。沿岸では平均気温が約16度になり、真冬でも海水温が10度以下に下

がることはなく、冬でも暖かな気候です。産業は古くから漁業が中心であり、漁具・漁法が発

達し、延縄や定置網、和船の建造などが工夫されてきました。

海岸線は風光明媚なリアス式海岸で、千羽海崖やアカウミガメの産卵地として知られる大浜

海岸などがあり、「室戸阿南海岸国定公園」に指定されています。また、四国霊場第23番札所

薬王寺の門前町として栄えてきた歴史、文化のある町です。

自主防災組織との連携できめ細やかな見守りを

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町

美波町

人 口 6,449人

高 齢 化 率 48.7％

面 積 140.7㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：１人

センター名称
( 広 域 連 携 )

阿南市消費生活センター（阿南市内）
(阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町)

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：485件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）

せんばかいがい
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◆選定のポイント

まず、以前から高齢者の見守り活動をしている民生児童委員協議会、社会福祉協議会、地

域包括支援センターに参画を依頼しました。また、町内には自主防災組織が全部で33あり、

きめ細やかに地域の高齢者を見守っているため、自主防災会連合会には是非参画をしていた

だきたいと考え、参画を依頼しました。

老人クラブ連合会については、日常的に高齢者が集まり、会話をする中で、架空請求のハ

ガキや電話勧誘販売などの話題が出やすく、消費者被害防止のための情報共有、普及・啓発

につながると考え、参画を依頼しました。

教育委員会には、職員同士の雑談の中で、「消費者被害は高齢者だけではない。」、「子

どももスマートフォンを持っており、インターネットなどで被害に遭う可能性がある。」と

の話を聞き、参画していただくことになりました。

構成員について

設置の背景

徳島県では、既にほかの市町村で協議会の設置が進められており、参考にできることがたく

さんあったため、迅速に設置できると思いました。民生児童委員協議会や地域包括支援セン

ターが消費者被害を発見した際、これまでもセンターにつないでいました。組織ごとでの見守

り体制は既に機能しているため、これまでの取組をいかしつつ、横の連携を図る組織を作るの

であれば、他の部局にお願いするよりも、消費者行政担当課である総務課が事務局となった方

がスピード感を持って進められると考え、当課が中心となり新規で協議会を設置することにし

ました。

新規総務課（消費者行政部局）が中心の組織

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町

当町では、平成25年に町の総合計画を策定し、「住んで良かった」と実感できるまちづくり

を進めています。その中でも、高齢者福祉の充実は非常に重要な位置付けとなっています。高

齢化率は既に48%を超えており、過疎化・高齢化がかなり進んでいます。架空請求のハガキ等

が高齢者宅に送られるといった事案が当町でも発生し、田舎だから安心ということはないと感

じました。

消費者被害に遭った方が自ら被害に気付き、センターや警察に相談をするだけでは被害の未

然・拡大防止への対応は十分とはいえず、組織としてしっかり取り組む必要性を感じている中、

県から協議会の設置を勧められました。そして、消費者被害防止に取り組む組織を作るのであ

れば、既に福祉部局が行っている見守り活動と連携を図る必要があると考えました。福祉部局

を始めとした庁内の関係部局が連携するとともに、地域の方にも御協力いただき、地域全体で

住民を見守る体制を構築し、住民が安全に、また、安心して暮らせるようにしたいと考え、協

議会の設置に至りました。
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見守りネットワークイメージ図

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

スケジュール

９月から
・設立に向けた課内協議
・構成員の選定
・設置要綱案の作成

５月から
既存のネットワークの洗い
出しや設置方法について検
討

設

置

12/25

H30

美波町消費者被害防止ネットワーク

「消費者庁イラスト集」より

ଡ
ਛ
৩

ৠ
７月から

福祉部局からのヒアリング、
協議

11月から
・町長協議
・構成員への合意形成
（担当課長・担当者が

個別訪問等により依頼）

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全12構成員)

3

4

０

１

１

１

０

２
事務局

（総務課）

地域包括支援
センター

教育委員会

消費者関係

福祉関係

その他民間

警察

情報共有・連携

子ども・高齢者・障がい者等

消費生活センター

事業者関係

警察署には、特殊詐欺などの被害防止への協力という観点から、阿南郵便局には、郵便物が

たまっていないかなどのチェックという観点から、身体障害者連合会には、設置要綱第１条に

おいて、障がい者を高齢者と同様に特に配慮を要する者と位置付けていることから、それぞれ

参画を依頼しました。

◆参画依頼時の構成員の反応

普段から高齢者の見守り活動を行っていることもあり、協議会の参画依頼をした際には

「それは良いことだ。」と言っていただき、どこからも反対されることはありませんでした。

◆今後の予定

金融機関については、特殊詐欺被害への対策のため、参画依頼を検討しましたが、しばらく

は設置要綱第５条に基づき、他機関との連携を図ることで進めていきたいと考え、設立の際に

は参画依頼はしませんでした。今後、協議会の中で組織を拡大していくことも検討したいと考

えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町

38



◆今後の活動

・年１～２回程度、協議会を開催し、構成員間で情報交換を行いたいと考えています。

◆課題

構成員間での連絡方法や注意喚起チラシなどの情報提供の方法について考えていきたいで

す。

今後の活動・課題 など

担当者の声

当町の高齢者宅にも架空請求ハガキ等が届いており、田舎が安全であるということはもうな

いと感じています。消費者被害に遭わないよう、消費者被害を未然に防ぐということを第一に

考えて活動していきたいと考えています。

協議会の設置に当たっては、小さな町なので、消費者部局である当課でも各組織の見守り体

制について把握できており、連携しやすかったと思います。徳島県や消費者庁からの細やかな

情報提供（設置事例集 in 徳島、設置要綱）があり、大変参考になりました。

また、協議会の設置に当たり、普段は直接話を聞く機会のない他の市町村の担当者と連絡を

取ることができるようになり、横の連携が図れるようになりました。消費者行政の業務を通し

て、他の市町村の職員と話ができるのはとても有り難たいことです。今後も、他の市町村とも

連携を図りながら、進めていきたいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町

協議会への参画依頼をする際には、協議会設置に関する趣旨などを記載した概要説明書を作

成し、設置の必要性や当町の考え方、構成団体の案や活動予定などを説明しました。既に徳島

県を含む各市町村での協議会の設置が進んでいたことや、当町での見守り体制の土台ができて

いたこともあり、スムーズに設置することができました。

苦労した点・工夫した点 など

構成員が異変に気付いた際には、個人情報を含めた形でセンター等へ通報してもらいます。

また、協議会の中で、未然に被害を防げたケースも含めた消費者被害に関する情報を扱う際

は、事案ごとに必要な構成員間で情報共有したいと考えています。

有り個人情報の取扱い
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美波町消費者被害防止ネットワーク設置要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町

（設置）

第１条 町民の消費生活において特に配慮を要する高齢者や障がい者等の消費者被害防止を図

るため、関係機関・団体等（以下「構成機関」という。）が連携して、消費者安全の確保の

ための取組を効果的かつ円滑に行うことを目的とした「美波町消費者被害防止ネットワー

ク」（以下「ネットワーク」という。）を設置する。

（組織）

第２条 ネットワークは、別表に掲げる構成機関により構成する。

（消費者安全確保地域協議会）

第３条 ネットワークは、消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定に

よる消費者安全確保地域協議会とする。

（活動内容）

第４条 ネットワークは、次に掲げる活動を行う。

（１）消費者被害の現況や対策に関する情報交換

（２）消費者被害防止対策の普及、啓発及び広報

（３）消費者被害防止のための見守り活動及び連携

（４）その他消費者被害防止のために必要と認められる活動

（他機関との連携）

第５条 ネットワークは、その目的を達成するため、他の関係機関との連携を図るものとする。

この場合において協議会が必要と認めたときは、構成機関以外の関係機関に対し、協力を求

めることができる。

（会長）

第６条 ネットワークに会長を置く。

２ 会長は、副町長をもって充てる。

３ 会長に事故があるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。

（会議）

第７条 ネットワークの会議は、消費者被害防止活動等を円滑に推進するため、必要に応じ開

催する。

２ 会議は、会長が招集する。
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町

（秘密保持義務）

第８条 ネットワークの活動及び事務に従事する者又は従事していた者は、協議会の活動等に

関して知り得た個人情報を漏らしてはならない。

（庶務）

第９条 ネットワークの庶務は、総務課において処理する。

（その他）

第10条 この告示に定めるもののほか、ネットワークの運営に関し必要な事項は、会長が別に

定める。

附 則

この告示は、平成30年12月25日から施行する。
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1 美波町消費者協会

2 美波町老人クラブ連合会

3 美波町身体障害者連合会

4 美波町民生児童委員協議会

5 社会福祉法人美波町社会福祉協議会

6 美波町自主防災会連合会

7 日本郵便株式会社阿南郵便局

8 牟岐警察署

9 阿南市消費生活センター

10 美波町地域包括支援センター

11 美波町教育委員会

12 美波町総務課

別表（第２条関係）

美波町消費者被害防止ネットワーク 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（４）美波町消費者被害防止ネットワーク 徳島県 美波町
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成31年１月22日

事 務 局 経済産業課

構 成 団 体 数 13団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

昭和30年４月、藍園村と住吉村が合併し、現在の藍住町となりました。徳島県の中央を流れ

る吉野川の下流北岸に位置しており、近年は徳島市のベッドタウンとして発展し、人口が増加

しています。

かつては藍の栽培が盛んで、全国的に広まりましたが、近年では肥沃な土地と温暖多湿な気

候に恵まれた条件をいかし、全国有数の春夏にんじんの産地となっています。

住民の健康・体力づくりを考え、誰もが気軽にスポーツやレクリエーションを楽しめる藍住

町河川敷運動公園や町民体育館、令和元年11月にオープン予定の総合文化ホールが整備され、

便利で快適なまちづくりを進めています。

幅広い世代の見守り活動を目指して

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町

人 口 35,023人

高 齢 化 率 25.0％

面 積 16.3㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：２人

センター名称 藍住町消費生活センター

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：115件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）

藍住町
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◆選定のポイント

以前から見守り活動を行い、地域や高齢者のことをよく知っている民生委員・児童委員、

社会福祉協議会、地域包括支援センターを中心に参画を依頼しました。

金融機関については特殊詐欺などを水際で止めていただきたいと考え、参画を依頼しまし

た。教育委員会については、高齢者だけでなく、子どもも見守りの対象としたいと考えたた

めです。そのため、乳幼児から高齢者まで幅広い住民を対象としている保健センターにも、

参画を依頼することにしました。

警察は、特殊詐欺等の消費者被害が生じた場合に、迅速な対応、情報共有が図れると考え

たためです。また、新聞専売所の配達員は、独自の見守り活動を行っており、住民の日々の

様子をよく知っており、異変に気付きやすいと考えたためです。

◆参画依頼時の構成員の反応

庁内の関係部局に集まっていただき協議会について説明をした当初は、「現在も見守りの

体制ができており、何かあれば消費生活センターにつないでいるので、わざわざ協議会を設

構成員について

設置の背景

県内の人口が減少傾向にある中、藍住町の人口は、20年前と比較すると約1.2倍と、唯一増

加傾向にあります。また、高齢者の人数は同期間に約2.4倍となっており、独居老人も500世帯

と推定され、当町においても高齢化が進んでいます。

これまでも、福祉部局の各関係機関が高齢者等に対する見守り活動をしていましたが、藍住

町として、消費者被害の観点も含めた高齢者等の見守りの体制を整える必要性を感じていまし

た。県からは、平成29年度当初から協議会の設置を勧められましたが、藍住町消費生活セン

ターを平成29年６月に開設したばかりであったため、まずは、相談業務が効率よく行える環境

を整えてから、協議会の設置に取り組みたいと考えていました。

そのような中、県から再度協議会の設置について説明があり、関係機関が連携し、消費者被

害の早期発見と未然・拡大防止につなげるため、設置に向けて動き始めることにしました。

当課では、平成27年度徳島県消費者行政推進事業を活用して、消費者被害防止に関する高齢

者向けの啓発チラシを作成・配布したり、翌年度には小学生向けの啓発グッズを配布したりす

る取組をしていました。

福祉部局で見守り活動に取り組まれている既存の組織を活用する方法もありましたが、これ

まで関わったことのないところへ突然話を持っていくよりも、自ら立ち上げる方が進めやすい

と考え、消費者行政部局である当課が中心となり新規で協議会を設置することにしました。

新規経済産業課（消費者行政部局）が中心の組織

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（１）かみかつ消費者見守りネットワーク 徳島県 上勝町

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町
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見守りネットワークイメージ図
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９月から
庁内の関係部局と徳島県と
消費者庁を交えた協議会設置
に関する話合い

設

置

1/22

H30

藍住町消費者見守りネットワーク

「消費者庁イラスト集」より

ଡ
ਛ
৩

ৠ


11月から
福祉部局へのヒアリング、
課内協議

事務局
（経済産業課）

地域包括支援
センター

教育委員会

消費者関係

福祉関係

警察

情報共有・連携

子ども・高齢者・障がい者等

消費生活センター

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全13構成員)

3

4

1

１

３

１

０

０

事業者関係

H31

置しなくてもよいのではないか。」、「消費者被害以外の生命身体に関する問題の方が多く、

協議会としての活動が構成員の負担になるのではないか。」といった意見がありました。そ

の後、見守り活動に力を入れている関係機関が、協議会の設置によりお互いに情報共有する

ことの必要性などを理解していただけるよう説明し、御理解・御協力を得ることができまし

た。

関係機関の方には、まずセンターから当町として協議会の設置を進めており、構成員とし

て参画していただきたい旨の説明をしました。その後、当課の担当者から協議会の具体的な

取組内容について改めて説明をし、参画していただくことになりました。

特に、民生委員・児童委員の方々が、協議会の活動に興味を持ってくださり、民生委員・

児童委員の毎月の定例会の度に、消費者被害の事例も含めた見守り活動について説明してほ

しいと依頼され、センターから説明しています。

◆今後の予定

今後、活動していく中で、総会などの場で意見交換をし、どのような構成員に参画してい

ただくのがよいか考えていきたいと思います。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町

医療・保健関係
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◆今後の活動

・年に１回程度、総会の開催を予定しています。総会を行った際に、県の方にも来ていただ

き、各構成員から見守り活動の課題や実態について意見交換をしたいと考えています。

・月１回、当町が発行している「広報あいずみ」に、消費者被害等の情報を掲載し、新聞に

折り込みます。

今後の活動・課題 など

７

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町

◆工夫した点

センターでは、毎年年末に消費生活相談員が関係機関に消費者被害防止の啓発グッズのカ

レンダーを持参し、挨拶回りを行っています。その際、先述のとおり、構成員としての参画

依頼のための事前準備として、関係機関に対し協議会設置に向けた話をしていただきました。

その後、当課から①徳島県内の協議会設置状況、②今まで行っている見守り活動の延長線

上であること、③連携する関係先の拡充をしたい、という説明をそれぞれの団体に対して行

いました。ほかにも、④協議会設置により事務負担は増えないこと、⑤現場を分かっている

構成員と一緒に進めていきたいこと、⑥見守り活動に力を入れている関係機関の状況につい

てお互いに情報共有ができるようになることなどを説明しました。センターから事前に話を

していたこともあり、スムーズに理解を得ることができました。

◆苦労した点

県や消費者庁からは、各市町村の実情に合わせて協議会を設置していいと言われましたが、

逆に自由度が高く、考え過ぎてしまい難しかったです。

また、福祉部局に話を持ち掛けた際に話がすぐにつながらなかったため、福祉部局同士の

つながりで県の福祉部局から市町村の福祉部局に対し、前もって協議会について情報共有・

周知されていると動きやすいと感じました。

苦労した点・工夫した点 など

構成員が高齢者等の異変に気付いた場合、個人情報を含めてセンターに連絡します。

個人情報の共有は、個人情報保護の観点を考慮しながら、事案に応じて必要な範囲で行いま

す。

今後、個人情報を共有する際のルール作りについて、検討したいと考えています。

有り個人情報の取扱い
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担当者の声

協議会設置後、構成員から見守り活動の具体的な取組について説明を求められるようにな

り、構成員自らが積極的に取り組もうとしてくれていることを感じています。構成員の方々

のおかげで、今後、協議会の活動が充実していくのではないかと感じており、設置してよ

かったと思います。

協議会の設置に当たっては、県から他の市町村の協議会に関する情報提供や助言を頂き、

大変参考になりました。今後も、総会で意見交換を行う際には、消費者庁にオブザーバーと

して協力をお願いしたいと考えています。また、県外の活動事例についても教えてほしいと

思います。

◆課題

消費者行政部局が福祉部局の既存の組織とどのように連携していけばよいか、連携方法が

課題となっています。

また、協議会の活動は決まっているものがなく、今後どのように活動していけばよいのか、

自由であるがゆえに難しく感じています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町

（目的）

第１条 この要綱は、地域の消費生活に関する機関・団体（以下「関係機関等」という。）

が連携を保つことにより、消費者被害の未然防止、早期発見及び拡大防止を目指し、さら

なる消費生活の安定と向上を図ることを目的とする。

（組織）

第２条 別表に掲げる関係機関等により「藍住町消費者見守りネットワーク」（以下「ネッ

トワーク」という。）を設置する。

２ ネットワークには、前項に規定する関係機関等のほか、必要に応じて期間・団体を加え
ることができる。

（消費者安全確保地域協議会）

第３条 ネットワークは、消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定

に基づく消費者安全確保地域協議会とする。

（活動内容）

第４条 ネットワークは、次に掲げる活動を行う。

（１）市の区域における消費者の安全確保のため、消費者トラブルなどの情報共有・その未

然防止並びに被害軽減のための対策、また高齢者等に対する見守り活動などの取組に関

する協議及び相互連携に関すること。

（２）市の区域における消費者啓発活動の総合的、体系的かつ効果的な推進に関して、情報

交換及び調整に関すること。

（３）前２号に掲げるもののほか、消費者被害防止のため、必要と認められる事項。

（組織）

第４条 協議会の委員は、次に掲げる組織の構成員をもって組織する。

（１）消費者被害の現状や対策に関する情報交換

（２）消費者被害防止対策の普及、啓発及び広報

（３）消費者被害防止のための見守り活動及び連携

（会議）

第５条 ネットワークの会議については、必要に応じて開催し、会議の座長は藍住町経済産

業課長が務める。

（庶務）

第６条 ネットワークの庶務は、藍住町経済産業課において処理をする。

藍住町消費者見守りネットワーク設置要綱

48



「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町

（守秘義務）

第７条 ネットワークの活動に従事する者又はネットワークの活動に従事していた者は、

ネットワークの業務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

附 則

この要綱は、平成31年１月22日から施行する。
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1 藍住町民生委員児童委員協議会

2 社会福祉法人藍住町社会福祉協議会

3 藍住町消費者協会

4 徳島板野警察署生活安全課

5 株式会社阿波銀行藍住支店

6 株式会社徳島銀行藍住支店

7 徳島新聞藍園専売所

8 藍住町福祉課

9 藍住町教育委員会

10 藍住町地域包括支援センター

11 藍住町保健センター

12 藍住町消費生活センター

13 藍住町経済産業課

別表（第２条関係）

藍住町消費者見守りネットワーク 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（５）藍住町消費者見守りネットワーク 徳島県 藍住町
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成31年２月27日

事 務 局 総務課

構 成 団 体 数 ９団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

牟岐町は徳島県の南部に位置し、北は町境に山々が連なり、南は太平洋に面しています。町

の大部分は周囲の山々から発する牟岐川の流域となっており、古くから農業が発達してきまし

た。海岸は大部分が切り立った断崖の続く荒磯で、かつては交通の難所でしたが、今では国道

も整備され、牟岐町から美波町に至る全長18キロメートルの道路は「南阿波サンライン（県道

日和佐牟岐線）」として、海岸線に沿って走る起伏に富んだ眺望の美しいドライブエリアと

なっています。

牟岐港から連絡船で約15分の出羽島には、ぐるりと島を一周できる遊歩道が設けられており、

島の南には出羽島灯台があり、東に紀州、西に室戸、南に太平洋、北に四国山地という大パノ

ラマが開けています。

福祉部局と連携を図り、
消費者被害への対応を充実・強化

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町

牟岐町

人 口 3,857人

高 齢 化 率 53.3％

面 積 56.6㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：1人

センター名称
( 広 域 連 携 )

阿南市消費生活センター（阿南市内）
(阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町)

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：485件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）
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◆選定のポイント

上述のとおり、当町の見守り活動は福祉部局が中心となっていたため、福祉部局に協議会

に参画していただくことが、まずは必要だと考えました。このため、福祉部局等にお集まり

いただき、協議会について説明し、協議会の骨格について検討しました。検討の結果、高齢

者等を対象に消費者被害の観点を強化した見守り活動をするため「友愛訪問員民生委員情報

交換会」（民生委員協議会、老人クラブ連合会、社会福祉協議会、地域包括支援センターが

構成員。以下「情報交換会」という。）をベースに構成員を追加する形で参画を依頼するこ

とにしました。情報交換会のメンバーの老人クラブ連合会は、元気な会員の方が一人暮らし

の高齢者で体が不自由になってきた方の見守り活動をされており、消費者被害の情報をたく

さんお持ちなので、構成員として入っていただきたいと考えました。

構成員について

設置の背景

当町においても、少子高齢化が進んでおり、高齢化率は50%を超えています。一人暮らしの

高齢者や認知症などの高齢者も増加しています。そのため、特殊詐欺や悪質商法等の消費者被

害への対策も課題となっています。これまでも、町内で消費者被害に気付いた際には、被害の

拡大防止のため、各家庭に設置されている防災無線で放送をして注意喚起をするなどの対応を

しています。また、当町には社会福祉協議会や民生委員協議会、老人クラブ連合会などがメン

バーとなった高齢者の見守り体制があり、健康面だけでなく、消費生活関係も含めた見守り活

動が行われています。

平成29年度から阿南市消費生活センターと広域連携の協定を結びましたが、まだセンターが

住民にとっても見守り活動をする人にとっても身近な存在ではなかったため、センターにつな

ぐという意識が余りありませんでした。しかし、センターの広域連携の締結と同じ時期に、県

からの協議会設置に向けた強い働き掛けもあり、既にある見守り体制を活用した協議会を設置

することにしました。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町

52

住民福祉課（福祉部局）が運営している会議をベースとした組織 既存+α

当初は、福祉部局の見守り活動をベースに、福祉部局が事務局となる組織にすることを考え

ていました。消費者行政部局である総務課が、福祉部局の見守り活動の事務局になると、福祉

部局と消費者部局の活動が二分化するのではないかという懸念が総務課内にあったためです。

こうした状況の中、両部局間の連携をしっかり図れば、総務課が事務局を担っても、活動が

二分化することなく消費者被害への対応を含めた見守り活動ができると考え、これまでの福祉

部局の見守り活動をベースとした既存+αの協議会の設置に至りました。

消費者被害の情報は、消費者行政担当部局である総務課に入ってきます。その情報を福祉部

局と共有することで、消費者被害への対応を充実・強化する見守り活動が行えると考え、事務

局は総務課が担うことにしました。



９月 10月 11月 ２月 ３月 １月 ２月

見守りネットワークイメージ図

スケジュール

２月から
設立に向けた準備会
構成員の選定

９月から
既存のネットワーク洗い出し
設置方法について検討

設

置

２/27

H29 H31

牟岐町高齢者等見守りネットワーク

「消費者庁イラスト集」より

ଡ
ਛ
৩

ৠ
２月から

構成員への合意形
成（担当課長・担
当者が個別訪問等
により依頼）

事務局
（総務課）

地域包括支援
センター

消費者関係

福祉関係

その他民間

警察

情報共有・連携

高齢者・障がい者等

消費生活センター

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全９構成員)

３

4

０

１

０

0

0

1

また、実際の消費者からの意見を取り入れるためには消費者協会が適切であると考え、消

費者協会にも参画を依頼し、相談先となる阿南市消費生活センター、警察を加えた組織とし

ました。

◆参画依頼時の構成員の反応

協議会を作ることに対して、仕事が増えるのではないかなどのネガティブな意見が出るこ

とを懸念していました。しかし、見守り活動をしていた団体からは「これまでは消費者被

害を発見してもつなぎ先が分からなかったため、つなぎ先が明確になると助かる。」、「是

非協議会を作ってほしい。」と言っていただき、協議会の設置を好意的に受け入れていただ

きました。

◆今後の予定

最初は小さい組織の方が動きやすいと考え、高齢者に関係する団体だけにお願いしました。

社会福祉協議会に協議会の説明をした際、障がい者関係の団体にも入っていただきたいとい

う意見がありましたので、状況を見ながら追加の検討をしたいと考えています。

H30



ভ

２/25

１月から
設置要綱案の作成

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町
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◆今後の活動

・年１回程度、協議会を開催する予定です。

・関係機関が開催する会議に、事務局が協議会として出席し、協議会の設置と取組について周

知を図ります。

◆課題

参画依頼時に意見が出た障がい者関係の団体等の構成員への追加については、今後の検討課

題です。そのほかにも、活動を進める中で課題が出てくると考えています。

今後の活動・課題 など

担当者の声

協議会の設置に当たり、県から情報提供していただき、構成団体の構成が当町と同じような

規模の県内市町村の設置要綱等を参考にしました。

当面の協議会の活動としては、まずは協議会設置の周知をしたいと考えています。福祉部局

の会議等の機会を捉え、関係機関の方にも協議会が設立されたことを話していただきたいと考

えています。高齢者等の身近で見守り活動をされている方々に協議会の設置や取組を知ってい

ただき、消費者被害に気付いた際、情報のつなぎ先が明確に分かることだけでもまずは良いこ

とだと思います。

高齢者等が消費者被害に遭わないように、福祉部局や関係団体と連携して活動していきたい

と思います。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町

構成員の参画依頼をどのような団体まで広げるかについて、庁内の関係部局と検討を行いま

した。まず、それぞれの団体がどのような活動をしているかを情報収集・整理し、その上で、

同じような構成員の規模で活動している市町村を参考に検討し、今の形が良いと考えました。

関係団体に参画依頼をするに当たり、協議会の設置要綱(案）と構成員(案)を持参し、既存の

組織をベースとしつつ、消費者被害の観点を強化した協議会を設置する意義を説明しました。

苦労した点・工夫した点 など

構成員が高齢者等の異変に気付いた際、個人情報を含めてセンター等に連絡・相談します。

一度消費者被害に遭われた方は、繰り返し被害に遭う可能性があると考えています。見守りの

必要がある場合は、必要な範囲で構成員間で個人情報を共有し、被害の未然・拡大防止を図り

ます。

有り個人情報の取扱い
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（設置）

第１条 この要綱は、高齢者等が住み慣れた地域で活動的に、かつ尊厳あるその人らしい生活

を継続していくために、地域におけるさまざまな関係者が高齢者等を見守り連携することで、

認知症高齢者の早期対応、ひとり暮らし高齢者等の安否確認、消費者被害の拡大防止等につ

ながるよう牟岐町高齢者等見守りネットワーク（以下「ネットワーク」という。）を設置す

る。

２ 前項に規定するネットワークは、消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１

項の規定による消費者安全確保地域協議会とする。

（活動内容）

第２条 ネットワークは、次に掲げる活動を行う。

（１）高齢者等に対する見守り及び異常の早期発見に関すること。

（２）高齢者等の安否確認に関すること。

（３）消費者被害対策のための見守り活動に関すること。

（４）消費者被害に関する普及、啓発及び広報活動に関すること。

（５）その他高齢者等の見守りに関し、必要な事項に関すること。

（組織）

第３条 ネットワークは別表に掲げる関係機関、関係団体、行政機関（以下「構成機関」とい

う。）をもって組織する。

（他機関との連携）

第４条 ネットワークは、その目的を達成するため、他の関係機関との連携を図るものとする。

この場合において、ネットワークが必要と認めたときは、構成機関以外の出席を求め、説明

又は意見を聴くことができる。

（会議）

第５条 ネットワークの会議は必要に応じて開催するものとする。

（庶務）

第６条 ネットワークの庶務は、牟岐町総務課において処理する。

（秘密保守義務）

第７条 ネットワークの構成機関及び事務に従事する者は、事業の実施により知り得た個人情

報をこの事業の目的以外に利用又は漏洩してはならない。また、その職を退いた後も同様と

する。

牟岐町高齢者等見守りネットワーク設置要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町
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（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、ネットワークの運営に関し必要な事項は、別に定め

る。

附 則

この要綱は、平成31年２月27日から施行する。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町
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1 牟岐警察署刑事生活安全課

2 阿南市消費生活センター

3 社会福祉法人牟岐町社会福祉協議会

4 牟岐町地域包括支援センター

5 牟岐町民生委員協議会

6 牟岐町老人クラブ連合会

7 牟岐町消費者協会

8 牟岐町総務課

9 牟岐町住民福祉課

別表（第３条関係）

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（６）牟岐町高齢者等見守りネットワーク 徳島県 牟岐町

牟岐町消費者被害防止ネットワーク 構成員一覧
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成31年３月１日

事 務 局 総務課

構 成 団 体 数 ８団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

福祉のネットワークを活用し、隅々まで見守る

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町

那賀町

人 口 7,556人

高 齢 化 率 51.2％

面 積 695.0㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：5人

センター名称
( 広 域 連 携 )

阿南市消費生活センター（阿南市内）
(阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町)

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：485件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）

平成17年、鷲敷町・相生町・上那賀町・木沢村・木頭村の５町村が合併し、現在の那賀町と

なりました。徳島県の南部に位置し、町の東端から西端まで約70㎞と東西に長い町です。北西

部には四国山地、南部には海部山脈があり、標高1,000メートル以上の山々に囲まれています。

森林率が95％であり、この内人工林が77％の中山間地域です。木材生産量は徳島県全体の約

３割を占めており、林業が基幹産業です。高性能林業機械化による計画的な木材の増産や、町

独自で林業テクノスクールを開講し、林業従事者の育成などを推進しています。

農業では、木頭ゆずや、正月飾り等に使われるおもと、仏花として使われるけいとうなどが

栽培されています。特に木頭ゆずは、近年、EU諸国向けの輸出にも取り組んでおり、香りや品

質、外観の良さから、海外のバイヤーやシェフから高い評価を得ています。

わじきちょう あいおいちょう
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設置の背景

当町では、福祉部局における命と健康の見守り活動が活発に行われてきました。平成６年に、

高齢化・過疎化に加え、医師不足による深刻な医療危機に直面し、より効率的な支援を迫られ

たため、保健医療福祉の専門職がミーティングを重ねるようになりました。ミーティングの場

を更に発展させたいとの思いで、当時の専門職と地域住民が話し合い、平成10年に生まれたの

が、相生包括ケアセンター（以下「ケアセンター」という。）です。平成17年には、ケアセン

ター内に地域包括支援センターが新設され、有床診療所、保健センター、居宅介護事業所、デ

イケア、訪問介護事業所などの医療、保健、介護施設が入る当町の総合的な保健医療福祉の拠

点となっています。そして、これまで行っていたミーティングを「支所ケア会議」と名付け、

旧町村単位で毎月１～４回開催しています。さらに、そこで出てきた地域課題や町全体の課題

を検討する「健康福祉検討会」が平成19年度に立ち上がりました。

徳島県から協議会の設置を勧められた当初は、消費者被害への対応について組織的に進める

必要性を感じていたものの、人員不足の観点から設置は難しいと考えていました。しかし、県

から県内の他の市町村の設置状況を聞くとともに、引き続き設置を勧められ、協議会の設置に

向けて検討を始めました。

民生委員・児童委員や自治会を構成員とすることも検討しましたが、当町は面積が広く人

口密度が低いため、地域ごとに点在している民生委員・児童委員や自治会に構成員として参

画していただくことは、難しいと考えました。このため、動きやすい規模で活用できる既存

の組織がないか検討した結果、「健康福祉検討会」が医療と介護が連携し、見守り活動を

行っていることが分かりました。健康福祉検討会で行っている見守り活動に消費者被害の観

点を加えることが効率的かつ効果的と判断し、健康福祉検討会をベースとした既存+αの協

議会を設置することにしました。

健康福祉検討会の定例会議において、消費者安全法に基づく協議会を設置する旨を提案し

たところ、スムーズに受け入れられました。事務局は、消費者部局が行う方が進めやすいと

考え、総務課が担うことにしました。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町
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福祉部局の既存の組織をベースとした組織 既存+α



11月 12月 1月 2月 3月

スケジュール

11月下旬から
課長が庁内の関係団体へ説明

11月上旬から
既存のネットワークの活用等
設置方法について検討

設

置

３/１

H30 H31

ଡ
ਛ
৩

ৠ


12月中旬
担当者が「健康福祉検討会」
に出席し、制度説明

12月中旬から
設置要綱案の検討・作成

◆選定のポイント

先述のとおり、医療・介護が連携している健康福祉検討会が、高齢者の状況を最も把握し

ていると考えました。健康福祉検討会は、医師、保健センター、社会福祉協議会、地域包括

支援センター、保健医療福祉課、町内各支所高齢福祉担当で構成されています。メンバーに

医師が参画し、日程調整や会議の記録を行うなど中心的な役割を担っておられるのが健康福

祉検討会の特徴で、協議会の構成員として是非参画していただきたいと考えました。このた

め、健康福祉検討会をベースとして、警察及び消費生活相談のつなぎ先である阿南市消費生

活センターを加えた組織としました。なお、ケアセンターも、総合的な保健医療福祉の拠点

であり、人も情報も集まってきやすいと考えたため、構成員として参画していただくことに

しました。

◆参画依頼時の構成員の反応

総務課の担当者が健康福祉検討会に参加し、協議会への参画依頼をしました。参加者から

は「日頃から高齢者の消費者被害についても見聞きしており、協議会ができれば対処方法が

明確になるので、それは良いことだ。」と、快く引き受けていただきました。

◆今後の予定

今回、構成員として参画いただいている組織以外にも、高齢者の見守り活動をされている

団体がありますが、見守る側の団体も高齢化が進んでいます。そのような中、高齢者自身も

元気に見守り活動をされています。設立会議において、元気に活動されている民生委員・児

童委員、消費者協会の方々にも協議会に参画していただくことはできないかとの意見が構成

員からありました。今後、構成員や消費生活協力団体として、協議会の活動に協力していた

だきたいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町

構成員について
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◆今後の活動

・２か月に１回開催される健康福祉検討会の中で、年１回程度、協議会の開催を予定してい

ます。

・消費者被害の情報について、ケーブルテレビや広報誌への掲載などでお知らせする予定で

す。

今後の活動・課題 など

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町

当町は東西に長く、町内を移動するだけでもかなりの時間が掛かります。職員が様々な業務

を兼務しているとともに、面積が広く支所が点在し、そこに人員が割かれるため、人手も不足

しています。選挙対応などの業務を兼務する中で、協議会の設置に向けた準備をするための時

間を作ることに苦労しました。また、協議会の設置が構成員にとって負担になるのではないか

と考え、健康福祉検討会のメンバーに説明をする際には、センターや警察などのつなぎ先との

連携や構成員同士の横の連携を図ることを第一義とし、業務の負担とならないよう進めていく

ことを説明し理解を得ました。

苦労した点・工夫した点 など

構成員が高齢者等の異変に気付いた場合、個人情報を含めてセンターに連絡・相談します。

また、必要に応じて、事務局から構成員への個人情報の共有を考えていますが、どのように共

有するのがよいのか、今後、検討していきたいと考えています。

有り個人情報の取扱い

見守りネットワークイメージ図

那賀町消費者安全確保地域協議会

「消費者庁イラスト集」より

事務局
（総務課）

地域包括支援
センター

福祉関係

警察

情報共有・連携

高齢者・障がい者等

消費生活センター

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全８構成員)

２

３

２

１

０

0

０

０ 医療・保健関係
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◆課題

協議会を立ち上げるところまでたどり着きましたが、協議会としての今後の活動は手探り

の状態で定まっていないことが課題です。

今後、既に見守り活動を行っている団体等を、協議会の構成員として参画していただくの

か、消費生活協力団体として協力していただくのか等について検討していきたいと思います。

担当者の声

協議会の設置により、これまで関わることのなかった構成員とのつながりができ、良かった

と感じています。つながりができたことで、消費者問題について構成員間で気軽に相談できる

ようになりました。

これまでの福祉部局の命と健康の見守り活動に加えて、協議会の設置をきっかけに、消費者

被害の未然・拡大防止や早期発見・解決に結び付くように、地域で活動する皆様と協力・連携

していきたいと思います。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町
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那賀町消費者安全確保地域協議会設置要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町

（設置）

第１条 高齢者・障がい者等の消費者被害防止を図るため、関係機関による地域における見守

り活動を推進し、消費者の安全確保のための取組を効果的かつ円滑に行うことを目的として、

消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定に基づき、那賀町消費者安

全確保地域協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（組織）

第２条 協議会は、別表に掲げる構成機関により構成する。

２ 構成機関には、協議会の目的に賛同する機関や団体等を加えることができる。

（活動内容）

第３条 協議会は、次に掲げる活動を行う。

（１）消費者被害の現状や対策に関する情報交換

（２）地域における消費者被害防止のための見守り活動

（３）消費者被害防止の普及、啓発

（４）その他、消費者被害防止のため必要と認められる活動

（会長）

第４条 協議会に会長を置く。

２ 会長は、那賀町総務課長をもって充てる。

（会議）

第５条 協議会の会議は、消費者被害防止活動等を円滑に推進するため、必要に応じ開催する。

２ 会議は、会長が招集する。

（秘密保持義務）

第６条 協議会の構成機関、事務に従事する者又は事務に従事していた者は、活動及び事務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（事務局）

第７条 協議会の事務局は、那賀町総務課に置く。

（その他）

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が別に定める。

附 則

この要綱は、平成31年３月１日から施行する。
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（７）那賀町消費者安全確保地域協議会 徳島県 那賀町

1 阿南市消費生活センター

2 那賀警察署

3 社会福祉法人那賀町社会福祉協議会

４ 相生包括ケアセンター

５ 那賀町保健センター

６ 那賀町地域包括支援センター

７ 那賀町保健医療福祉課

８ 那賀町総務課

別表（第２条関係）

那賀町消費者安全確保地域協議会 構成員一覧
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つるぎ町

地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成31年３月19日

事 務 局 商工観光課

構 成 団 体 数 10団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

平成17年、半田町、貞光町、一宇村が合併し、現在のつるぎ町になりました。

半田地区で生産されている半田そうめんは、200年の伝統を誇る町の特産品で、やや太めで

コシの強さが特徴です。

山間部は、場所によっては40度の急な斜面地があり、段々畑のような水平面を形成せずに傾

斜地のまま農耕しています。敷き草（茅）を畑にまんべんなく混ぜ込むことで、風雨などで生

じる土の流出を最小限に抑え、そば等の雑穀や山菜など多様な品目を組み合わせる複合経営に

より、山間地の環境に適応してきました。このような400年以上前から受け継がれてきた伝統

の傾斜地農法が「にし阿波の傾斜地農耕システム」として、平成29年３月には農林水産大臣か

ら日本農業遺産に、平成30年には世界農業遺産に認定されています。

日本の原風景ともいえる山村景観、保存食への加工や食文化、そして農耕にまつわる伝統行

事なども人々の手で守られ継承されています。

設立会議の様子

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

密接な庁内連携で見守り体制を築く

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町

人 口 7,921人

高 齢 化 率 46.6％

面 積 194.8㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：１人

センター名称
( 広 域 連 携 )

美馬地区消費生活センター(美馬市内）
(美馬市、つるぎ町）

消費生活相談員数 ：3人
消費生活相談件数 ：167件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週６日開所
（ 月・火・水・木・金・日 ）

いちうそん

かや
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県から協議会の設置を勧められた際、警察署からも高齢者等の見守りネットワークを作りた

いという話がありました。そこで、当初は警察のネットワークを活用した協議会の設置を考え

ていました。しかし、それは当課が考えていたような消費者被害を中心としたものでなかった

ことや、その後、話が進まなかったため、改めて検討し直すことにしました。

その結果、社会福祉協議会が運営している既存の組織である「運営協議会」を活用させてい

ただこうと考えました。そこで、福祉部局と総務課長と担当者で協議会について話し合いまし

た。

福祉部局からは反対意見はなく、快く賛同していただきましたが、「既存の組織を活用する

より、新規の組織にしてはどうか。固く考えず、できる範囲で広げていけばいい。別に作って

も入るよ。」という意見を頂き、当課が中心となり新規で協議会を設置することにしました。

これまでの密接な庁内連携をいかして、見守り体制を築いていきたいと思います。

当町の高齢化率は、46%以上となっており、一人暮らしの高齢者も数多くいることから、

見守り体制の強化が急務となっています。福祉部局では、これまでも各団体が孤独死対策な

ど生命身体を中心とした高齢者等の見守り活動を行っていました。社会福祉協議会では、

「つるぎ町ひとり暮らし高齢者安心事業運営協議会」(以下「運営協議会」という。）として、

町内の一人暮らしの高齢宅へ月１回の定期訪問を行っているほか、地域包括支援センターで

も高齢者等の見守り活動を行っています。年１回行われているケアマネージャーの研修の際

には、消費者被害防止のチラシを配布するなど、福祉部局と連携しながら被害防止に取り組

んでいます。

また、消費者協会が地域の方々の消費生活相談を役所に伝えてくださるなど、地域の関係

団体とも連携を図りながら高齢者等の対応を個別に行ってきました。

最近では、訪問販売や訪問購入（押し買い）など、高齢者を狙った消費者被害に関する相

談が増えています。消費者被害や特殊詐欺の未然防止のため、関係機関が集まり、連携する

ことができる場の必要性を感じていました。そのような中、県から協議会の設置を勧められ、

設置に向けて検討を始めました。協議会の設置により、センターに相談をスムーズにつなぎ、

消費者被害の未然・拡大防止を図りたいと考えています。

設置の背景

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町

新規商工観光課（消費者行政部局）が中心の組織
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及び制度説
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ਛ
৩
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３月から
設置要綱案
の作成

１月から
庁外の構成員
候補への働き
掛け

◆選定のポイント

まずは、これまでも見守り活動をされている福祉部局（福祉課、長寿介護課）や社会福祉

協議会に協議会設置に関する相談をし、参画を依頼しました。福祉関係団体だけでなく、協

議会の活動に必要と考えられる警察や消費者協会にも協力いただきたいと考え、参画を依頼

しました。

また、つなぎ先である美馬地区消費生活センターを加えた組織とし、消費者協会について

は、日頃から消費者被害に気付いた際、センターにつなぐことを意識してくれていたので、

快く引き受けていただけました。

このほか、広報誌の作成やウェブサイトの更新を行っている企画課には、消費者被害に関

する啓発活動に協力していただけると考えました。広報誌の発送等を行う総務課は、自治会

とつながりがあるため、町内各地区への情報伝達の際に連携してもらえると考え、参画して

いただきました。

◆参画依頼時の構成員の反応

当初は、既に様々な役割を担っている方々から「負担が増えるのではないか。」という声

が上がってくることを心配していましたが、実際にお願いしてみると、どの団体の方からも

「普段の見守り活動の中で行っていることなので、業務が増えるという感覚は無い。」など

と、すぐに御理解いただきました。

福祉課長からは、「当課は老人クラブや民生委員・児童委員を所管しているため、地域の

情報の吸い上げができる。協力するよ。」と、社会福祉協議会からは、「企画課なら、広報

紙やウェブサイトの更新をしているし、総務課は広報誌の発送をしているため、消費者被害

の啓発活動等の協力が得られる。」、「警察署の署長には話をつけておいたよ。」といった

助言や協力を頂き、大変有り難かったです。

10月頃から
運営協議会の活用を検討

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町

３月頃
警察から高齢者
を見守る体制を
作ろうとの提案
があり検討を始
める

構成員について

67



県から協議会の設置を勧められた際は、どのように進めればよいか、イメージすることがで

きませんでした。しかし、県や消費者庁から提供していただいた徳島県内の設置済み市町村の

資料や、県内の設置事例集などを参考に、進め方をイメージすることができました。

構成員への参画依頼の際には、消費者庁が作成した県内市町村の協議会設置状況の地図等を

用いて説明しました。当初は、協力が得られるのか不安がありましたが、顔を合わせて相談す

ることで、多くの助言や協力を頂くことができ、より密接な庁内の連携を築くことができまし

た。

また、当町が考えていた協議会の規模とよく似ている市町村の資料が、県内の設置事例集に

記載されており、設置要綱を作成するに当たり大変参考になりました。

苦労した点・工夫した点 など

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町

構成員が高齢者等の異変に気付いた際は、個人情報を含めた内容をセンターにつなぎます。

センターは、当町の隣の美馬市内にあり、広域連携で対応しているため、電話やファックスを

用いて相談をする場合があります。相談者本人が電話やファックスを使って相談することが難

しい場合は、御本人の了解を得た上で、御本人と一緒に、構成員が個人情報も含めて連絡しま

す。また、構成員が気付いた消費者被害の情報は、センターだけでなく事務局にも連絡が入り、

事務局で個人情報も含め、情報を集約します。

今後、構成員間で個人情報の共有を行う場合は、情報管理を慎重に行いたいと考えています。

有り個人情報の取扱い

見守りネットワークイメージ図

つるぎ町消費者安全確保地域協議会

「消費者庁イラスト集」より

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全10構成員)

3

4

０

１

0

0

0

２
事務局

（商工観光課）

情報共有・連携

警察

地域包括支援
センター

高齢者・障がい者等

消費者関係福祉関係

消費生活センター

その他行政
関係部局

68



◆今後の活動

・年１回、協議会の開催を予定しています。

・月１回当町が発行し、全戸配布している広報誌に、消費者被害に関する記事を掲載し、啓発

活動を行います。

◆活動の課題

高齢者や障がい者の方は、パソコンやスマートフォンを使われていない方もいるため、しば

らくは広報誌による情報発信を考えています。広報紙だけでなく、ウェブサイトにも消費者被

害の注意喚起情報を掲載すれば、若者も含め幅広い世代に見ていただけるのではないかと思い

ます。今後、ウェブサイトへの掲載も検討したいと思います。

担当者の声

協議会設置後は、広域連携で対応されているセンターの消費生活相談員や美馬市の協議会担

当者と、お互いの広報誌の情報共有や広報誌の原稿の相談をするなど、定期的に交流し、顔の

見える関係ができたため、相談しやすくなりました。

今のところ、構成員の追加の予定はありません。現在の構成員で活動を積み重ねて、構成員

の皆さんと一緒に協議会の活動を充実していきたいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町

今後の活動・課題 など
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つるぎ町消費者安全確保地域協議会要綱

（目的）

第１条 消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定に基づき、消費者被

害の未然防止・早期発見及び拡大防止を図り、消費者安全の確保のための取組を効果的かつ

円滑に行うことにより、必要な情報交換、安全確保のための取組に関する協議を行い、消費

者が安心安全で、豊かな消費生活を営むことができることを目的として、つるぎ町消費者安

全確保地域協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（組織等）

第２条 協議会は、別表に掲げる構成機関により構成する。

２ 協議会には、前項に規定する構成機関のほか、情報の収集、伝達のためにその趣旨に賛同

する機関を加えることができる。

（事業内容）

第３条 協議会は、次に掲げる事業を行うものとする。

（１）消費者被害の現状や対策等に関する情報の収集および分析

（２）消費者被害防止対策検討、実施

（３）消費者の安全確保のための見守り活動等の取組に関する協議

（４）その他、消費者被害防止のため必要と認められる活動

（会長）

第４条 協議会に会長を置く。

２ 会長は、つるぎ町商工観光課長をもって充てる。

（会議）

第５条 協議会の会議は、消費者被害の防止対策等を円滑に推進するため、必要に応じ開催す

る。

２ 会議は、会長が招集する。

（庶務）

第６条 協議会の庶務は、つるぎ町商工観光課において処理する。

（秘密保持義務）

第７条 協議会の構成機関、事務に従事する者または事務に従事していた者は、活動及び会議

に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町

（その他）

第８条 この告示に定めるもののほか、協議会の構成及び運営等に関し必要な事項は、会長が別

に定める。

附 則

この告示は、平成31年３月19日から施行する。
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1 美馬警察署

2 美馬地区消費生活センター

3 つるぎ町消費者協会

4 つるぎ町地域包括支援センター

5 社会福祉法人つるぎ町社会福祉協議会

6 つるぎ町総務課

7 つるぎ町企画課

8 つるぎ町福祉課

9 つるぎ町長寿介護課

10 つるぎ町商工観光課

別表（第２条関係）

つるぎ町消費者安全確保地域協議会 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（８）つるぎ町消費者安全確保地域協議会 徳島県 つるぎ町
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成31年３月27日

事 務 局 総務課

構 成 団 体 数 ９団体

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

海陽町は徳島県の最南端に位置し、南東の海岸線は太平洋を臨み、北は那賀町、東は牟岐町、

西は高知県と接しています。北部・西部に当たる山地は1,000メートルに及ぶ緑豊かな山々が

そびえています。これらの山々を水源として、地域の中央には北から南に海部川が、南部では

西から東に宍喰川が太平洋に流れ込んでいます。青く美しい海岸は室戸阿南海岸国定公園に指

定され、海岸は数々の岬や入り江を有する美しいリアス式海岸となっており、サーフィンやダ

イビング、釣りなどが楽しめる有名なポイントがたくさんあります。

2009年から毎年開催している海部川風流マラソンは、全国的に人気の高い大会となってい

ます。景観の美しさだけでなく、住民を含む約千人のボランティアの支えによる運営やおもて

なしなど、この大会に関わる「人」の温かさを感じていただき、「是非また参加したい。」と

思ってもらえるような、究極のおもてなしマラソンを目指しています。

住民に身近な民生委員児童委員協議会を核として

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町

人 口 8,638人

高 齢 化 率 45.6％

面 積 327.7㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：１人

センター名称
( 広 域 連 携 )

阿南市消費生活センター（阿南市内）
(阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町)

消費生活相談員数 ：２人
消費生活相談件数 ：485件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ） 海陽町

かいふがわ ふる
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◆選定のポイント

上記のとおり、日頃から見守り活動を行っている、民生委員児童委員協議会を中心とした

協議会にしたいと考え、同協議会の会長に説明し参画を承諾していただきました。また、民

生委員児童委員協議会の事務局である社会福祉協議会、連絡会の担当課である地域包括ケア

推進課に参画をお願いしたいと考え、社会福祉協議会、地域包括ケア推進課、福祉人権課の

担当者に集まっていただき、消費者庁が作成している資料に基づき協議会の趣旨を説明しま

した。

構成員について

設置の背景

当町の高齢化率は45％を超えており、過疎化も進んでいます。最近よく耳にするハガキ等の

架空請求などの消費者被害も発生している状況です。消費生活相談は、阿南市のセンターが広

域連携対応となるまでは職員のスキルで対応していました。そのような中、福祉部局において

は、「海陽町見守り協定事業者連絡会」を開催するなどの見守り体制を構築し、各地域のサロ

ン、町の広報誌等で消費者被害防止の呼び掛けを行っていました。

当町として、消費者被害を未然に防ぐためには、様々な人たちが連携した高齢者の見守り

ネットワークを作る必要があると考えていたところ、県から消費者安全法に基づく協議会の設

置を勧められました。県内では一番最後の設置となりましたが、他の市町村の取組内容や協議

会の設置手順などについて、県から情報提供していただくなど、参考にできる情報が多いこと

を前向きに捉え、協議会を設置することにしました。

当初、福祉部局の地域包括ケア推進課が担当している既存の組織「海陽町見守り協定事業者

連絡会」(以下「連絡会」という。）を活用することを検討しました。この連絡会は、孤独死対

策など生命身体などを中心とした見守り活動のため、63の事業者が協定を結び、通常業務の中

で高齢者の生活に普段と違う様子がないかを見守り、気付いてもらうことを目的としています。

連絡会には多くの事業者が入っており、事業者に過度な負担が掛からないような配慮が必要で

す。

しかし、事業者から直接センターにつないでもらうことは協定の範囲を超えていることや、

個人情報の取扱いも含め協定を締結している事業者の負担が大きいことから、連絡会をそのま

ま協議会とすることは難しいのではないかと考えました。

そうした状況を踏まえ、再度検討した結果、日頃から見守り活動を行っており、住民にとっ

て身近な存在である民生委員児童委員協議会をベースとした既存+αの協議会を設置すること

にしました。

事務局は、福祉部局とも連携を図りながら、消費者行政部局である総務課で担うことにしま

した。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町

民生委員児童委員協議会がベースの組織 既存+α
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見守りネットワークイメージ図

８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

スケジュール

10月から
設立に向けた
課内協議

８月から
既存のネットワークの洗い出しや
設置方法について検討

設

置

３/27

H30 H31

海陽町消費者安全確保地域協議会

「消費者庁イラスト集」より

ଡ
ਛ
৩
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11月から
福祉部局への制度説明、合意形成
（担当課長・担当者が個別訪問及
び担当者を集めて説明・依頼）

１月中旬から
福祉部局以外の関
係機関への制度説
明、合意形成

事務局
（総務課）

地域包括支援
センター

消費者関係

福祉関係 警察

情報共有・連携

高齢者・障がい者等

消費生活センター

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全９構成員)

３

５

０

１

０

0

０

０

２月下旬から
設置要綱案作成

また、これまでも消費者行政の推進に御協力いただいている消費者協会も欠かせないと考

え、参画を依頼しました。消費者被害に気付いた際の連絡先・相談先である警察にも参画を

依頼し、阿南市消費生活センターを加えた組織としました。

◆参画依頼時の構成員の反応

どの関係機関の方も、今までに消費者被害に関する対応の経験があり、協議会の設置に関

してスムーズに理解を得ることができました。また、構成員から、「お金を支払う窓口であ

る金融機関を追加してはどうか。」という意見がありました。

◆今後の予定

まずは、現体制で進めつつ、今後少しずつ体制を整えていきたいと考えています。当面、

構成員の追加は予定していませんが、今後、必要に応じ構成員から意見のあった金融機関や

連絡会等の追加を検討したいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町
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◆今後の活動

・年に１回程度、総会の開催を予定しています。その他、必要に応じて協議会を開催します。

・総会の後に、消費者被害に関する相談事例を構成員間で情報共有し、意見交換する場を作

りたいと考えています。

・年１回程度、民生委員児童委員協議会や社会福祉協議会などの構成団体が主催する研修会

で消費者安全確保地域協議会に関する研修会を予定しています。

・設立総会の際、構成員から意見のあった悪質商法や特殊詐欺対策のための自動録音機付き

の電話機の利用について、今年度、町独自で試験的に導入し、今後、地方消費者行政強化

交付金の活用を検討したいと考えています。

◆課題

・協議会として、今後、どのように活動していくかが課題です。また、海陽町の広報誌「広

報海陽」(全戸配布）や、海陽町のウェブサイト、ケーブルテレビの文字放送等を活用し、

協議会の取組や消費者被害の注意喚起情報を町民に周知することも検討していきたいと考

えています。

・構成員の追加については、今後、必要に応じ構成員から意見のあった金融機関や連絡会等

の追加を検討したいと考えています。

今後の活動・課題 など

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町

協議会への参画を依頼をする際には、構成員の負担感が強くなり過ぎないように配慮しまし

た。日々の協議会の活動は、これまでしていることと同じで延長線上であること、高齢者宅を

訪問する際、消費者被害に関するチラシを訪問のきっかけに使えることを伝えました。

また、既に県内で協議会の設置が進んでいたことから、消費者庁が作成・公表している徳島

県内の設置事例集を参考にすることができました。特に、設置要綱や構成員一覧表は当町で考

えていた構成員と近いところを探すのに参考になりました。そのほか、県からも参考となる資

料を提供していただき、県内の他の町と情報交換をすることができました。

苦労した点・工夫した点 など

構成員が高齢者の異変に気付いた場合、個人情報を含めてセンター等に連絡・相談します。

また、設立会議の時に社会福祉協議会から、被害の回復をするためには、個人情報の共有が

必要ではないかとの意見があったことから、構成員間で必要な範囲で個人情報を共有していま

す。個人情報の共有範囲等については、今後、事案に応じて検討していきたいと考えています。

有り個人情報の取扱い
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担当者の声

消費者行政部局の前は、福祉部局でしたが、消費者行政部局の担当になるまで消費者被害の

相談先であるセンターの存在を知りませんでした。このため、福祉部局にいた当時は、消費者

被害に関してどこにどのようにつなぎ、対応したらよいのか分からず、苦労したことがありま

した。

協議会ができてからは、センターと「顔の見える関係」ができ、相談しやすくなったほか、

住民だけでなく、庁内の職員にもセンターを周知することができて良かったと思います。

協議会は、高齢者を見守る関係者が一堂に集まれる機会です。協議会において、センターに

つないだ消費者被害の相談事例を構成員と情報共有し、事案ごとに対応を検討する場にしてい

きたいと考えています。そうすることで、構成員の方々が自分の仕事が住民や社会の役に立っ

ていることを理解できるとともにやりがいにもなり、更により良い活動につながるのではない

かと考えています。

また、総会の開催に当たっては、他の協議会の総会の内容も参考にしたいと思いますので、

県外の活動事例も含め情報共有していただければと思います。

協議会設置後、民生委員児童委員協議会の研修会に消費者庁から講師を招いて高齢者等の見

守りに関する研修会を実施しました。今後も、消費者庁や県の方に御協力を頂きながら、活動

を進めていきたいと考えています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町
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（目的）

第１条 消費者安全法（平成21年法律第50号）第11条の３第１項の規定に基づき、消費者被

害の未然防止や拡大防止を図り、安心して生活できるよう関係機関による地域における見守

り活動を推進し、消費者の安全確保のための取組を効果的かつ円滑に行うことを目的として、

海陽町消費者安全確保地域協議会（以下「協議会」という。）を設置する。

（組織）

第２条 前条の目的を達成するため、別表に掲げる関係機関等により協議会を設置する。

２ 協議会は、前項に規定する関係機関等のほか、必要に応じて機関・団体等を加えることが

できる。

（所掌事務）

第３条 協議会は、次の事務を執り行う。

（１） 消費者被害の現状や対策に関する情報交換

（２） 地域における消費者被害防止のための見守り活動

（３） 消費者被害防止の普及、啓発

（４） その他、消費者被害防止のため必要と認められる活動

（会議）

第４条 協議会の会議は、消費者被害防止活動等を円滑に推進するため、必要に応じ開催する。

（庶務）

第５条 協議会の庶務は、海陽町総務課において処理する。

（守秘義務）

第６条 協議会の構成機関、事務に従事する者又は事務に従事していた者は、活動及び事務に

関して知り得た秘密を漏らしてはならない。

（その他）

第７条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、平成31年３月27日から施行する。

海陽町消費者安全確保地域協議会設置要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町
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1 海陽町民生委員児童委員協議会

2 社会福祉法人海陽町社会福祉協議会

3 海陽町消費者協会

4 牟岐警察署

5 海陽町福祉課

6 海陽町地域包括ケア推進課

7 海陽町地域包括支援センター

8 阿南市消費生活センター

9 海陽町総務課

別表（第２条関係）

海陽町消費者安全確保地域協議会 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（９）海陽町消費者安全確保地域協議会 徳島県 海陽町
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地方公共団体の基礎データ

協議会の基礎データ

設 置 年 月 日 平成28年４月１日

事 務 局
産業課

消費生活相談所

構 成 団 体 数 25団体(設立時20団体）

設 置 要 綱 有り

地方公共団体の紹介

※平成31年４月１日現在

設立会議の様子

昭和30年に板西町、松坂村、及び栄村の１町２村が合併し、古くからこの地の名称であった

「板野」を町名として、現在の板野町となりました。

基幹産業は農業で、肥沃な吉野川沖積層を土壌とし、春夏にんじんや、れんこんが盛んに栽

培されています。漬物の原材料となる白瓜や壬生菜なども栽培・加工され、主に県外へ出荷さ

れています。商工業との連携を図った６次産業化にも取り組んでおり、町内で採れた野菜や果

物を使ったジャムやお菓子なども作られています。

また、自然と科学に触れる体験ができる県立の大型公園「あすたむらんど徳島」や、イオウ

鉱泉の「あせび温泉やすらぎの郷」、Jリーグ徳島ヴォルティスの練習場とオフィスがある徳

島スポーツビレッジなどには、県内外から年間約80万人の観光客が訪れています。

独自のマニュアルできめ細かな見守りを

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

人 口 13,190人

高 齢 化 率 32.6％

面 積 36.2㎢

消費者行政担当職員数(消費生活相談員数を除く)：１人

センター名称 板野町消費生活相談所

消費生活相談員数 ：３人
消費生活相談件数 ：288件

（平成29年度）

開 所 日
（祝日・年末年始除く）

週５日開所
（ 月・火・水・木・金 ）

板野町

み ぶ な
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◆選定のポイント

社会福祉協議会、地域包括支援センター、警察、民生児童委員協議会、金融機関、老人会

は、設立以前から連携を図っており、協議会設置後も構成員として変わらず対応していただ

けるよう参画をお願いしました。税務課、住民課、福祉保健課は、共通する業務が多く、庁

内での情報を共有しやすいため、トラブル解決後も役所全体で見守っていけるよう、参画を

依頼しました。

構成員について

設置の背景

平成22年４月、当町にセンターが開設され、町民から消費生活に関する相談を受け付けて

います。人口約13,000人の小さな町なので、開設当初から、独居の高齢者や障がい者からの

相談については、問題解決後も本人の同意を得て自宅を訪問したり、センターが主催する講座

の案内をしたりするなど、アフターフォローを含めたきめ細やかな対応を行っています。

また、センターは社会福祉協議会や地域包括支援センターと同じ建物に開設されています。

このため、互いに行き来がしやすく、見守りが必要な相談者や福祉部局での対応が必要な相談

者が来所した場合、本人の同意を得て、関係する部署の職員や警察、民生児童委員協議会と一

緒に問題解決に当たっています。

それらのきめ細かな対応や様々な機関との連携は、民生委員・児童委員の経験があった当時

の消費生活相談員個人の人間関係に大きく頼っていたため、人が代わっても連携体制を維持し

ていけるよう、連携体制を組織化することを考えました。

そのような中、当町の連携体制が評価され、消費者庁から「地方消費者行政交付金の『先駆

的プログラム』を活用し、地域の見守りネットワークを設置できないか」との提案を受けて、

平成27年10月に板野町消費生活地域協議会を設置しました。その後、平成28年４月１日、消

費者安全法が施行されたことを受けて、県内初の法定協議会となりました。

先述のように、平成27年に設置された協議会を、平成28年４月に法定化しました。

協議会設置前から、見守りが必要な相談者や、福祉部局等との連携体制での対応が必要な相

談者が来所した際、センターが中心となって各所と連携して対応しています。

協議会を開催する場合は、消費者行政部局である産業課と内容を共有し、センターが協議会

の準備などを担っています。法定化されてからも、これまでどおりセンターと産業課が協力し

て協議会を運営しています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

既存消費生活センター（消費者行政部局）が中心の組織
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構成員に加えて、平成30年度から町内のコンビニエンスストアや飲食店などに、見守り活

動に協力していただく協力店として協力を依頼しました。構成員という位置付けではないた

め、協議会には出席しませんが、協議会について御理解いただき、振込をする高齢者の様子

等に気を付けていただいたり、消費者被害に関する啓発ポスターなどの掲示をお願いしてい

ます。

◆参画依頼時の構成員の反応

協議会の設置について、事務局である産業課やセンターでは、庁内に同じような会議があ

る中、会議が増えることによる業務負担増への懸念から、構成員の同意を得られるか不安が

ありました。しかし、当時の消費生活相談員の人脈により既に連携体制ができていたことや、

平成22年にセンターが開設された当初から、センターの活動内容や見守り活動の重要性につ

いて、町民に向けた周知活動をしていたことにより、反対されることなく、快く参画してい

ただくことができました。

また、法定化後に追加した下記の構成員からも、積極的に参画していただくことができま

した。

◆構成員の追加状況

板野警察署からは「どんな協議会なのか、最初は様子をみたい。」と御意見を頂き、設立

会議にはオブザーバーとして出席していただきました。設立会議において、協議会の趣旨を

理解していただき、その場で了承を得て、構成員となっていただきました。

コスモス成年後見サポートセンター徳島県支部（平成29年８月参画）は、行政書士の業務

に加えて日頃からボランティア活動をしており、地域とのつながりが強いことから参画を依

頼しました。

徳島弁護士会（平成29年10月参画）、徳島司法書士会（平成30年１月参画）については、

協議会を通じてもっと気軽に法的な観点について相談できるようにしたいと考え、参画を依

頼しました。

また、徳島新聞板野専売所・板野南専売所（平成30年１月参画）は、徳島県の協議会に本

社が参画していたため、当町の協議会にも参画したいと申出がありました。協議会に参画す

ることで、新聞に消費者被害の注意喚起を行うチラシの折り込みができると御提案いただき

ました。急を要する注意喚起を行う際等に、情報を素早く町民へ届けてくださっています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町
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２月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

スケジュール

２月
消費者庁から
先駆的プログ
ラム利用の提
案

設

置

10/30

H27

10月上旬から
設置要綱案作成

H28

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

ଡ
ਛ
৩

ৠ


９月から
構成員選定

10月中旬から
庁内外の構成員へ
参画依頼（課長、
担当者が個別訪問）

設立に向けた
課内協議

11月～３月
マニュアル作成

４月 10月 12月 ４月 ９月 ３月
H28

平成28年度
ケース会議２回

H29

10/21
報告会（総会）
及び研修会

১

৲

４/１
12/９
情報交換会

９/21
報告会（総会）
及び研修会

平成29年度
ケース会議１回
事例検討会１回

４月 10月 １月 ２月 ３月
H30

平成30年度
事例検討会２回

H31

H30

10/26
報告会（総会）
及び研修会

12/９
情報交換会

２/12～19
板野町消費生
活地域協議会
ステッカー配
布
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

活動内容
個人情報
の取扱い

備 考

平成27年度

11/25、12/22、1/28 事例検討会 無し
◆事例検討会…実際にあった事例を基に、

今後の連携や、相談対応の方法について
検討。

10/30 設立会議
研修会

無し

◆設立会議（構成員24名出席）
◆研修会…設立会議と同日開催。センター

主催の講座（おさいふ学ミニ講座）に、
設立会議出席者24名が出席。

2/16 研修会 無し
高齢者や障がい者の相談が増加しているこ
とを受け、対応方法や成年後見制度につい
ての研修会を開催。

平成28年度

10/21 報告会(総会）、研修会 無し

◆報告会（総会）…平成27年度事業報告、
今後の取組、各構成団体の活動内容報告
等。

◆研修会…センター主催の講座（おさいふ
学ミニ講座）に構成員24名が出席。特殊
詐欺の現状について、構成員である板野
警察署の寸劇などにより、問題点を列挙。

12/9 情報交換会 無し
駐在所との情報交換。不用品回収業者や不
審者情報などについて情報共有。

ケース会議（年度内２回） 有り

センターに寄せられた相談のうち、緊急性
があるものや、今後の見守り体制の強化が
必要な案件について、関係する構成員と協
議。

平成29年度

5/25 事例検討会 有り

役所職員を名のり個人情報を引き出す事例
が発生したことから、関係する構成員を集
めて、今後同様の案件があった場合の対応
方法や見守り体制等について協議。

9/5 報告会（総会）、研修会 無し

◆報告会（総会）…平成28年度事業報告、
今後の取組、戸別訪問等の活動状況の報
告等。

◆研修会…センター主催の講座（おさいふ
学ミニ講座）に構成員13名が出席。構成
員である郵便局の局長を講師とし、消費
者トラブルの事例やそれに対する郵便局
の取組等を紹介。

ケース会議（年度内１回） 有り

センターに寄せられた相談のうち、緊急性
があるものや、今後の見守り体制の強化が
必要な案件について、関係する構成員と協
議。

平成30年度

5/17、10/12 事例検討会 有り
センターに寄せられた相談うち、今後の見
守り体制の強化が必要な案件について、関
係する構成員と協議。

10/26 報告会（総会）、研修会 無し

◆報告会（総会）…平成29年度事業報告、
今度の取組、戸別訪問等の活動状況の報
告等。

◆研修会…センター主催の講座（おさいふ
学ミニ講座）に構成員17名が出席。構成
員であるコスモス成年後見サポートセン
ターの行政書士を講師とし、元気なうち
に始める「終活」について説明。

１/７ 情報交換会 無し
板野郵便局との情報交換。警視庁からの情
報を共有。

２/12～19 見守りステッカー配布 無し
構成員・協力店であることを示すステッカ
ーを配布。

活動内容の詳細
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

◆工夫した点

立ち上げ時に協議会のファイルを作成して各構成員に渡し、会議の資料をファイルにとじて

いただくようお願いしています。担当者が代わっても、そのファイルを引き継いでいただくこ

とで、それまでの経緯や活動内容が分かるよう工夫しています。

また、構成員が活動しやすいよう、気付きのポイントや声掛けのポイント、問題に気付いた

ときの対応手順等をまとめたマニュアル（参考１）を独自に作成しました。加えて、協議会

の構成員や協力店であることを示すステッカー（参考２）を作成し、店舗や窓口に貼っていた

だいています。

◆苦労した点

徳島県内では協議会の設置が初めてであったことから、先行事例がなく、どのように進めれ

ばよいか悩みました。会議の開催方法や設置要綱の作成などは、庁内のほかの会議体の資料を

参考にして進めました。運営方法については、活動を進めながら徐々に決めていきましたが、

固まるまでには時間が掛かりました。

苦労した点・工夫した点 など

法定化前は、相談者の同意を得て個人情報を共有していました。法定化後は、福祉サービス

につなぐ際、問題解決に必要な構成員にのみ個人情報を共有しています。

個別事案を検討する事例検討会やケース会議では、個人情報が記載された資料も配布し、会

議終了時には個人情報が記載された資料を回収し、個人情報が外に漏れないようにしています。

有り個人情報の取扱い

見守りネットワークイメージ図

板野町消費生活地域協議会

「消費者庁イラスト集」より

事務局
（産業課、消費生活センター）

地域包括支援
センター

その他行政
関係部局

教育委員会

消費者関係
福祉関係 警察

情報共有・連携

子ども・高齢者・障がい者等

【消費者関係】

【福祉関係】

【医療・保健関係】

【警察・司法関係】

【教育関係】

【事業者関係】

【その他民間団体】

【その他行政関係部局等】

構成員の主な内訳（全25構成員)

4

4

0

４

６

１

２

４ 事業者関係
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担当者の声

協議会の設置によって、消費者被害の状況を構成員に情報共有することができるようになる

とともに、構成員間でそれぞれの活動内容などについて、相互の情報共有が図れるようになり

ました。

協議会設置以降は、関係団体や行政、住民の消費者問題への関心が高まり、関係機関の連携

がスムーズに行われるようになりました。協議会の設置は、地域ぐるみでの見守り活動を行う

体制構築への大きな一歩になったのではないかと感じます。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

◆現在の活動状況

・年１回、協議会の活動について、報告会（総会）と研修会を同日に行っています。

・個別事案を検討する事例検討会を、必要に応じて行っています。

・板野警察署、阿波銀行、徳島銀行、郵便局、農協、民生児童委員協議会、老人クラブ連合

会、消費者協会及びコスモス成年後見サポートセンターなどの直接住民と関わる機会が多

い構成員には、２か月に１回程度、消費者トラブルに関するチラシ等を持参し、情報共有

を行っています。

・当町で月に１回発行する広報誌に、消費者トラブルに関する注意喚起の記事を掲載してい

ます。

・急を要する注意喚起は、新聞にチラシを折り込んで配布しています。

◆課題

それぞれの構成団体の中での情報共有が課題となっています。今後、協議会を運営してい

く上で、協議会の目的や連携の必要性を、構成団体の中で共有していただきたいと考えてい

ます。

協議会設置により、構成員間での連携を図りやすくなった反面、個人情報の取扱いに十分

な配慮が必要です。このため、協議会における情報管理の徹底が課題です。

担当者が代わった場合の引継ぎについては、先述のとおり工夫していますが、スムーズに

協議会の活動と連携体制が引き継がれるよう、構成団体内で対応していただけるようお願い

しています。

今後の活動・課題 など
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（名称）

第１条 この会は、板野町消費生活地域協議会（以下「協議会」という。）と称する。

（目的）

第２条 地域の消費生活に関係する機関・団体・消費者が緊密な連携を保つことにより消費者被

害の未然防止、早期発見及び拡大防止を目指し、さらなる消費生活の安定と向上を図ることを

目的とする。

（所掌事務）

第３条 協議会は、次の事務を執り行う。

（１）消費者問題の実体把握（消費者被害など）及び消費生活における問題解決のためのネット

ワーク構築に関すること。

（２）地域が抱える問題や潜在している課題分析及び情報の共有化に関すること。

（組織）

第４条 協議会は、地域の消費生活に関係する機関、団体、消費者、板野町消費生活相談所で構

成する。

（他機関との連携）

第５条 協議会は、その目的を達成するため、他の関係機関との連携を図るものとする。協議会

において、必要と認めたときは、組織構成員以外の出席を求め、説明又は意見を聴くことがで

きる。

（研修・事例検討会）

第６条 協議会の研修及び事例検討会は、必要に応じて開催するものとする。

（庶務）

第７条 協議会の庶務は、板野町役場産業課並びに板野町消費生活相談所において処理をする。

（守秘義務）

第８条 第４条に規定する協議会の組織及び第５条に規定する他の関係機関は、職務上知り得た

個人情報を漏らしてはならない。また、その職を退いた後も同様とする。

（その他）

第９条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この要綱は、平成27年10月30日から施行する。

板野町消費生活地域協議会設置要綱

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町
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１ 徳 島 板 野 警 察 署生 活安 全 課

２ 株 式 会 社 阿 波 銀行 板野 支 店

３ 株 式 会 社 徳 島 銀行 板野 支 店

４ 日 本 郵 便 株 式 会社 板野 郵 便局

５ 板 野 郡 農 業 協 同組 合板 野 支店

６ 板 野 町 民 生 児 童委 員協 議 会

７ 板 野 町 老 人 ク ラブ 連合 会

８ 板 野 町 消 費 者 協会

９ 徳 島 弁 護 士 会

1 ０ 徳 島 県 司 法 書 士会

1 1 一 般 社 団 法 人 コス モス 成 年後 見サ ポー トセ ンタ ー徳 島県 支部

1 2 徳 島 新 聞 板 野 専売 所

1 3 徳 島 新 聞 板 野 南専 売所

1 4 お さ い ふ 学 ミ ニ講 座参 加 者東 地区

1 5 お さ い ふ 学 ミ ニ講 座参 加 者西 地区

1 6 お さ い ふ 学 ミ ニ講 座参 加 者南 地区

1 7 社 会 福 祉 法 人 板野 町社 会 福祉 協議 会

1 8 徳 島 県 危 機 管 理部 消費 者 くら し安 全局 消費 者く らし 政策 課

1 9 板 野 町 教 育 委 員会

2 0 板 野 町 福 祉 保 健課

2 1 板 野 町 地 域 包 括支 援セ ン ター

2 2 板 野 町 税 務 課

2 3 板 野 町 住 民 課

2 4 板 野 町 産 業 課

2 5 板 野 町 消 費 生 活相 談所

板野町消費生活地域協議会 構成員一覧

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

（参考１）マニュアル「板野町地域見守りネットワークガイドブック」（抜粋）
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「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

３.（10）板野町消費生活地域協議会 徳島県 板野町

（参考２）ステッカー
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＜横の連携の重要性＞

・高齢者の消費者被害が増加する中、自分たちの力だけで被害を防止することは困難です。

様々な団体が個々に同じような活動をしていますが、これまでは横の連携がありませんでし

た。横の連携を図ることによって、消費者被害を防止していくことが重要です。今後、協議

会の活動を通して、各種団体の方と相談し、横の連携を図りながら見守り活動ができるよう

にすることは、非常に良いことであり、心強いことだと思います。

＜被害回復の難しさと未然防止の重要性＞

・消費者被害で損失したお金を取り戻すことは困難です。このため、周囲が消費者被害に気付

き、水際で食い止めることが重要であると考えています。

＜福祉部局の既存のネットワークとの関係性＞

・福祉部局に既存の高齢者の見守りネットワーク会議があります。その既存のネットワークと

協議会を相互に活用できたら、効率的な見守り活動につながると思います。今後は、協議会

とも連携を図り、高齢者の消費者被害の防止に取り組んでいきたいと思います。

＜訪問時の取組＞

・軽度の認知症等の段階は、消費者被害に遭いやすいと感じています。訪問時に啓発グッズ等

を配布するなど、今後、何ができるか検討したいと考えています。

・これまでも高齢者宅への訪問等の見守り活動を行っていましたが、消費者被害の観点はあり

ませんでした。今後は、訪問時に消費者被害の話を含めるなど検討していきたいと考えてい

ます。

＜個人情報の共有＞

・構成員間で個人情報の共有ができることは意義があることです。これまでは消費者被害に気

付いても業務上知り得た情報は個人情報保護の観点から共有できませんでしたが、協議会は

個人情報を共有することができます。今後は、制度を活用して実効性のある見守り活動が行

えると思います。

＜情報発信・情報共有＞

・事務局から構成員に対して定期的に情報を発信していただければ、その情報を地域で浸透さ

せるよう協力したいと思います。

＜孤立している高齢者への見守りの困難さ＞

・地域のイベントや会合等に参加しない「孤立している高齢者」への見守りが難しいと感じ

ています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

４．設立会議における構成員からの主な意見
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＜相談先の明確化＞

・協議会ができたことで、相談先が明確になるというのは良いことだと思います。お年寄り

が何か不安に感じた際に消費生活センターに相談しに行って、対応などについて話を聞け

たら安心すると思います。

＜信頼関係を崩さないための高齢者等との距離感＞

・事業者が高齢者等に優しく接してくる場合、だまされていることに気付いても断れないケ

ースがあります。そのようなときは、マニュアル的に「何か変わったことはないですか。」

と聞いても「ありません。」と返ってくるだけなので、日常生活に踏み込んで話をすること

が重要だと思います。ただし、あまり踏み込みすぎると信頼関係が壊れてしまうので、家の

様子をしっかり伺うなど適度な距離感を保つのがよいと思います。

＜孤立している高齢者への見守りと関係機関の連携の重要性＞

・情報が届いていない孤立している高齢者などは、被害に遭っていても相談していないだけ

で、どうにかしなければならないと感じています。また、孤立している方は誰も見守るこ

とができていないので、誰かが気付いて、お世話をすることが必要だと思います。こうし

た取組は、一つの組織だけでは地域全体に目が行き届かないと思います。そのため、見守

りネットワークが設立されたことは地域にとって有り難いことで、見守り活動は重要だと

思います。関係機関が協力し、横の連携を十分に図りながら、被害に遭わないように見守

っていきたいと思います。

＜協議会設立の意義と情報共有＞

・見守りネットワークの会議に出席したことで、高齢者等にも分かりやすい注意喚起のチラ

シや広報誌があることを知ることができました。所属している組織の会合があるときに、

こうした情報を共有できたら良いと思います。

＜情報発信・情報共有＞

・地域の人に知らせたい最近の手口や注意するポイントを積極的に提供し、構成員を通じて

地域の人に広めたいと考えています。

・高齢者が読みやすいように、大きな文字で書かれた一枚物の注意喚起のチラシがあれば良

いと思います。

・所属している組織の総会の際に、特殊詐欺や悪質商法への対応を読み上げたり、新聞に掲

載された消費者被害の記事を紹介しています。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

４．設立会議における構成員からの主な意見
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＜既存の組織との関係性＞

・協議会をいきた組織にするためには、情報収集と情報集約が大事だと思います。地域には、

高齢者の身近なところで活動している民生委員・児童委員や地域で元気に見守り活動をして

いる団体の方々がいます。その方々に構成員や協力団体として協議会に参画してもらえたら、

情報が集まりやすくなるとともに、活動者のやりがい、モチベーションの維持にもつながる

と思います。

＜相談先の明確化＞

・協議会ができたことによって、相談先が明確になり、情報が集まってくるようになると思い

ます。消費者被害への対応について、誰がどのように問題解決に関わるのか、対応の流れを

作っていく必要があると思います。

・自分が被害に遭ったことを恥ずかしがって相談できない方もいますし、そもそもどこに相談

してよいか分からない方が多いという状況です。相談できる場所があることを明確にすると

ともに、相談先である「188」の電話番号を住民に周知することが大事だと思います。

＜相談しやすい環境づくりの重要性＞

・構成員間で情報共有や横の連携を図り、誰かが一人で抱え込むことがないよう、相談しやす

い関係を作ることが大事だと思います。

・こんなことがあったと気軽に話しやすい環境を作っていただき、それを続けてもらえたらと

思います。

＜情報発信・情報共有＞

・「被害が少額の場合、１回だけなら仕方がない。」と諦めている人もいるかもしれません。

所属している組織の全体の会議の際に、改めて消費生活センターという相談先「188」があ

ることを話したいと思います。

・消費者被害の最新情報などが記載された注意喚起のチラシを協議会のネットワークを使って

情報提供していただきたいです。情報提供していただいた内容を、見守り活動の際に高齢者

に伝えたいと思います。

・75歳以上の独居老人宅への訪問の際に、情報提供していただいた内容の注意喚起を行います。

また、週１回サロンを開いて情報交換しています。注意喚起のチラシを頂けたら、サロンに

置いて注意喚起ができます。

＜消費者被害防止のための取組例＞

・電話が鳴ったらすぐに取るということが習慣になっている方もいます。悪質商法や特殊詐欺

など不審な電話がかかってきた際、電話が鳴る前にブロックできる電話機の貸出しなどをし

てもらえると、被害を未然に防止できると思います。

「消費者安全確保地域協議会」設置事例集 in 徳島

４．設立会議における構成員からの主な意見
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協議会の構成員表（概要）（H31.４.１時点）

県・市町村名
消費者行政

部局
消費者団体 福祉関係部局

地域包括支

援センター

その他行政

関係部局等

（注1）

介護支援専

門員、相談

支援専門員等

民生委員・

児童委員、

民生・児童

委員協議会

社会福祉

協議会

障がい者

関係団体

その他福祉

関係団体

病院、医師、

歯科医師等
保健所 警察

弁護士会、

弁護士

司法書士会、

司法書士

行政書士

会、

行政書士等

教育関係部

局、教育委

員会

学校協会、

校長会、

PTA等

事業者、

事業者団体

その他民間

団体

（注2）

徳島県 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

徳島市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

鳴門市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

小松島市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

阿南市 〇 〇 〇 〇 〇

吉野川市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

阿波市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

美馬市 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

三好市・

東みよし町
〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

勝浦町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

上勝町 〇 〇 〇 〇

佐那河内村 〇 〇 〇 〇 〇 〇

石井町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

神山町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

那賀町 〇 〇 〇 〇 〇 〇

牟岐町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

美波町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

海陽町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

松茂町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

北島町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

藍住町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

板野町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

上板町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

つるぎ町 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

※徳島県内の地方公共団体を全国地方公共団体コード順に掲載

※「改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイドライン（平成27年３月）」P38の分類を参考に作成

（注１）徳島県市長会及び徳島県町村会は、その他行政関係部局等として分類

（注２）自治会等の地縁団体、防犯協会、民間団体等

※　○が付してある関係機関、団体等が平成31年4月1日時点で、各地方公共団体の協議会において構成員となっていることを示しています

     また、代表的な関係機関・団体のみを一般的な名称で挙げています。構成員の具体的な名称については「協議会の構成員表（詳細）」を御参照ください

〈参考資料１〉

9
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協議会の構成員表(詳細）（H31.４.１時点）　 　　　〈参考資料１〉
美馬市(22) 三好市・東みよし町(16) 勝浦町(11) 上勝町(5) 佐那河内村（7）

★徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

★徳島市市民環境部

市民生活課

★鳴門市市民環境部

市民協働推進課

★小松島市市民環境部

市民生活課

★阿南市市民部

市民生活課

★吉野川市総務部

総務課

★美馬市経済建設部

企業応援課

★三好市産業観光部

商工政策課
★勝浦町住民課 ★上勝町住民課 ★佐那河内村産業環境課

★東みよし町産業課

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

消費者くらし政策課

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

消費者くらし政策課

徳島市

消費生活センター

鳴門市

消費生活センター

★小松島市

消費生活センター

阿南市

消費生活センター

吉野川市

消費生活センター

★阿波市

消費生活センター

美馬地区

消費生活センター

★みよし

消費生活センター

小松島市

消費生活センター

小松島市

消費生活センター

徳島市

消費生活センター

特定非営利活動法人

徳島県消費者協会
徳島市消費者協会 鳴門市消費者協会 小松島市消費者協会 鴨島町消費者協会

阿波市内消費者協会

(吉野消費者協会)
美馬市消費者協会 勝浦町消費者協会 佐那河内村消費者協会

徳島県

消費者団体連絡会
川島町消費者協会

阿波市内消費者協会

(土成消費者協会)

山川町消費者協会
阿波市内消費者協会

(市場消費者協会)

阿波市内消費者協会

(阿波消費者協会)

徳島市保健福祉部

保健福祉政策課

鳴門市健康福祉部

長寿介護課

★小松島市保健福祉部

介護福祉課

阿南市保健福祉部

福祉事務所

介護・ながいき課

吉野川市健康福祉部

福祉事務所

阿波市健康福祉部

福祉事務所社会福祉課

美馬市保険福祉部

生活福祉課

三好市環境福祉部

長寿・障害福祉課
勝浦町福祉課

★上勝町住民課

（注７）
★佐那河内村健康福祉課

徳島市保健福祉部

保健センター

鳴門市健康福祉部

社会福祉課

阿南市保健福祉部

福祉事務所福祉課

美馬市保険福祉部

長寿・障がい福祉課
東みよし町福祉課

徳島市保健福祉部

福祉事務所障害福祉課

みよし広域連合

介護保険センター
徳島市保健福祉部

高齢福祉課

地域包括支援センター
(委託）徳島市

地域包括支援センター

(委託）阿南市

地域包括支援センター

吉野川市

地域包括支援センター

阿波市

地域包括支援センター

美馬市

地域包括支援センター

みよし

地域包括支援センター

(委託）勝浦町

地域包括支援センター

(委託）佐那河内村

地域包括支援センター

(特別養護老人ホーム健祥会

ハイジ）

(委託）東みよし町

包括支援センター

徳島県市長会
阿波市

企画総務部危機管理課
東みよし町総務課

徳島県町村会
阿波市産業経済部

商工観光課

四国財務局

徳島財務事務所

介護支援専門員、

相談支援専門員

特定非営利活動法人徳島県

介護支援専門員協会

介護関係
徳島県

ホームヘルパー協議会

徳島県

民生委員児童委員協議会

徳島市

民生委員児童委員協議会

鳴門市

民生委員児童委員協議会

小松島市

民生児童委員連絡協議会

阿南市

民生委員・児童委員協議会

阿波市

民生委員児童委員協議会

(吉野地区）

美馬市

脇町地区

民生委員児童委員協議会

三好市

民生委員児童委員

連絡協議会

勝浦町

民生委員児童委員協議会

上勝町

民生委員児童委員協議会

阿波市

民生委員児童委員協議会

(土成地区）

美馬市

美馬地区

民生委員児童委員協議会

東みよし町

民生委員児童委員協議会

阿波市

民生委員児童委員協議会

(市場地区）

美馬市

穴吹地区

民生委員児童委員協議会
阿波市

民生委員児童委員協議会

(阿波地区）

美馬市

木屋平地区

民生委員児童委員協議会
社会福祉法人

徳島県社会福祉協議会

社会福祉法人

徳島市社会福祉協議会

社会福祉法人

鳴門市社会福祉協議会

社会福祉法人

小松島市社会福祉協議会

社会福祉法人

吉野川市社会福祉協議会

社会福祉法人

阿波市社会福祉協議会

社会福祉法人

美馬市社会福祉協議会

社会福祉法人

三好市社会福祉協議会

社会福祉法人

勝浦町社会福祉協議会

社会福祉法人

佐那河内村社会福祉協議会
社会福祉法人

東みよし町社会福祉協議会
社会福祉法人

徳島県身体障害者連合会

社会福祉法人

徳島市身体障害者連合会

鳴門市

身体障害者連合会

小松島市

身体障がい者連合会

美馬市

身体障害者連合会
社会福祉法人

徳島県手をつなぐ育成会
美馬市手をつなぐ育成会

徳島県

精神障害者家族会連合会

その他
美馬市くらしサポートネッ

トワーク
一般社団法人

徳島県医師会
国民健康保険勝浦病院

公益社団法人

徳島県看護協会

徳島県西部総合県民局

保健福祉環境部三好保健所

徳島県警察本部 徳島中央警察署 鳴門警察署
小松島警察署

生活安全課

阿南警察署

生活安全課
阿波吉野川警察署 阿波吉野川警察署

美馬警察署

生活安全課
三好警察署

小松島警察署

生活安全課

小松島警察署

生活安全課
徳島中央警察署

徳島名西警察署
小松島警察署

地域課横瀬駐在所

小松島警察署

地域課上勝町福原駐在所

徳島板野警察署
小松島警察署

地域課生比奈駐在所

弁護士会、弁護士 徳島弁護士会 徳島弁護士会 徳島弁護士会

司法書士会、司法書士 徳島県司法書士会

行政書士会、行政書士等

教育関係部局、

教育委員会
阿波市教育委員会

学校協会、校長会、

PTA等

商工会

株式会社セブン-イレブ

ン・ジャパン

株式会社ファミリーマート

株式会社ローソン

徳島県

生活協同組合連合会
生活協同組合

とくしま生協

生活協同組合

とくしま生協
農業協同組合等の

協同組合(注6）
徳島市農業協同組合 美馬農業協同組合

一般社団法人

徳島県トラック協会
ヤマト運輸株式会社

徳島主管支店

株式会社阿波銀行 株式会社阿波銀行
株式会社阿波銀行

小松島支店

株式会社阿波銀行

脇町支店

株式会社徳島銀行 株式会社徳島銀行
株式会社徳島銀行

小松島支店

株式会社徳島銀行

脇町支店
徳島県

信用農業協同組合連合会

株式会社かんぽ生命保険

徳島支店

徳島県信用金庫協会
株式会社

ゆうちょ銀行徳島店

日本郵便株式会社

美馬市内の郵便局
日本郵便株式会社

徳島県内の郵便局

日本郵便株式会社

徳島市内の郵便局

日本郵便株式会社

小松島横須郵便局

日本郵便株式会社

脇町郵便局

四国放送株式会社

日本放送協会

徳島放送局

一般社団法人

徳島新聞
徳島新聞販売店会 県南徳新会小松島支部 徳島新聞販売店会

婦人会
阿波市

婦人団体連合会

老人クラブ連合会
公益財団法人

徳島県老人クラブ連合会

徳島市

老人クラブ連合会

鳴門市

老人クラブ連合会

小松島市

老人クラブ連合会

阿波市

老人クラブ連合会

美馬市

老人クラブ連合会

自治会 鳴門市自治振興連合会 吉野川市自治会連合会

防災関係
徳島県

自主防災組織連絡会
公益社団法人

徳島県防犯協会
徳島中央防犯連合会 鳴門市防犯協会 小松島市防犯協会

徳島西防犯連合会

徳島板野東部防犯連合会

「こまつしま」くらしの

安全・安心サポーター

南サロンのぞみ

※徳島県内の地方公共団体を全国地方公共団体コード順に掲載 （注１）地方公共団体名欄の（　）内の数字は、構成員数

※「改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイドライン（平成27年３月）」P38の分類を参考に作成 （注２）★印は事務局

（注３）徳島県市長会及び徳島県町村会は、その他行政関係部局等として分類※団体名等は協議会参画当初の名称

消費者行政部局

(注2）

団体名等

そ

の

他

民

間

団

体

等

　

　

（

注

４

）

防犯関係

一般

宅配事業者

金融機関

報道関係

事

業

者

・

事

業

者

団

体

コンビニエンスストア

消費生活協同組合

保健所

病院、医師、

歯科医師等

警察

司

法

関

係

教

育

障がい者関係

福

祉

関

係

団

体

鳴門市(12) 小松島市(18)

社会福祉協議会

民生委員・児童委員、

民生・児童委員協議会

団体名等団体名等

消費者団体

福祉関係部局

(注2）

その他行政関係部局等

（注3）

（注１） 徳島県(36) 徳島市(27)

団体名等 団体名等 団体名等団体名等 団体名等 団体名等 団体名等団体名団体名等

阿波市（18）(注８）阿南市(7) 吉野川市(10)

（注４）自治会等の地縁団体、防犯協会、民間団体等 （注8）組織改変により事務局変更(令和元年6月時点）

（注7）上勝町住民課は、消費及び福祉を担う

（注5）★事務局は構成員に含まれない

（注6）農業協同組合は信用事業（貯金・融資、為替など）の銀行業務を行っている
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協議会の構成員表(詳細）　（H31.４.１時点） 〈参考資料1〉
石井町（20） 神山町(16) 那賀町(8） 牟岐町(9) 美波町(12) 海陽町(9) 松茂町(8) 北島町(12) 藍住町（13） 板野町(25) 上板町(22) つるぎ町(10)

石井町産業経済課 神山町住民課 ★那賀町総務課 ★牟岐町総務課 ★美波町総務課 ★海陽町総務課 ★松茂町産業環境課 ★北島町まちみらい課 ★藍住町経済産業課 ★板野町産業課 ★上板町産業課 ★つるぎ町商工観光課

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

消費者くらし政策課

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

消費者くらし政策課

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

消費者くらし政策課

徳島県危機管理部

消費者くらし安全局

消費者くらし政策課
徳島市

消費生活センター

徳島市

消費生活センター

阿南市

消費生活センター

阿南市

消費生活センター

阿南市

消費生活センター

阿南市

消費生活センター

松茂・北島

消費生活センター

松茂・北島

消費生活センター

藍住町

消費生活センター
★板野町消費生活相談所

上板町

消費生活相談窓口

美馬地区

消費生活センター

石井町消費者協会 神山町消費者協会 牟岐町消費者協会 美波町消費者協会 海陽町消費者協会 松茂町消費者協会 藍住町消費者協会 板野町消費者協会 上板町消費者協会 つるぎ町消費者協会

★石井町長寿社会課

(注5)
神山町健康福祉課 那賀町保健医療福祉課 牟岐町住民福祉課 海陽町福祉課 松茂町福祉課 北島町保険福祉課 藍住町福祉課 板野町福祉保健課 上板町福祉保健課 つるぎ町福祉課

石井町健康増進課
海陽町地域包括ケア

推進課

北島町保険福祉課

保健相談センター
つるぎ町長寿介護課

石井町福祉生活課 北島町民生児童課

地域包括支援センター

（委託）石井町西部地域

包括支援センター(特別養

護老人ホーム青藍荘）

★神山町

地域包括支援センター

那賀町

地域包括支援センター

(委託）牟岐町

地域包括支援センター

美波町

地域包括支援センター

(委託）海陽町

地域包括支援センター

松茂町

地域包括支援センター

北島町

地域包括支援センター

藍住町

地域包括支援センター

板野町

地域包括支援センター

(委託）上板町

地域包括支援センター

つるぎ町

地域包括支援センター

（委託）石井町東部地域

包括支援センター(社会福

祉法人有誠福祉会)

石井町議会

文教厚生常任委員会
北島町危機情報管理課 板野町住民課 上板町住民人権課 つるぎ町総務課

板野町税務課 上板町税務課 つるぎ町企画課

介護支援専門員、

相談支援専門員

ケアマネージメント

調整部会

介護関係

石井町

民生児童委員全員協議会

神山町

民生委員児童委員協議会

牟岐町

民生委員協議会

美波町

民生児童委員協議会

海陽町

民生委員児童委員協議会

松茂町

民生委員児童委員協議会

藍住町

民生委員児童委員協議会

板野町

民生児童委員協議会

上板町

民生委員・児童委員協議会

社会福祉法人

石井町社会福祉協議会

社会福祉法人

神山町社会福祉協議会

社会福祉法人

那賀町社会福祉協議会

社会福祉法人

牟岐町社会福祉協議会

社会福祉法人

美波町社会福祉協議会

社会福祉法人

海陽町社会福祉協議会

社会福祉法人

松茂町社会福祉協議会

社会福祉法人

北島町社会福祉協議会

社会福祉法人

藍住町社会福祉協議会

社会福祉法人

板野町社会福祉協議会

社会福祉法人

上板町社会福祉協議会

社会福祉法人

つるぎ町社会福祉協議会

神山町

身体障害者連合会

美波町

身体障害者連合会

上板町

身体障害者会

その他

名西郡医師会 那賀町保健センター 藍住町保健センター

徳島県歯科医師会 相生包括ケアセンター

医療経験者

名西郡医師会訪問看護

ステーション

徳島名西警察署

生活安全課

徳島名西警察署

生活安全課
那賀警察署


牟岐警察署

刑事生活安全課
牟岐警察署 牟岐警察署 徳島板野警察署

徳島板野警察署

生活安全課

徳島板野警察署

生活安全課

徳島板野警察署

生活安全課

徳島板野警察署

生活安全課
美馬警察署

弁護士会、弁護士 徳島弁護士会

司法書士会、司法書士 徳島県司法書士会

行政書士会、行政書士

等

一般社団法人

コスモス成年後見サポー

トセンター徳島県支部

教育関係部局、

教育委員会
美波町教育委員会 北島町教育委員会 藍住町教育委員会 板野町教育委員会 上板町教育委員会

学校協会、校長会、

PTA等
学識経験者 上板町ＰＴＡ連合会

商工会 神山町商工会

生活協同組合

とくしま生協
農業協同組合等の

協同組合(注6）
名西郡農業協同組合

板野郡農業協同組合

板野支店
板野郡農業協同組合

株式会社阿波銀行

藍住支店

株式会社阿波銀行

板野支店

株式会社阿波銀行

上板支店
株式会社徳島銀行

藍住支店

株式会社徳島銀行

板野支店

株式会社徳島銀行

上板支店

日本郵便株式会社

今井郵便局

日本郵便株式会社

阿南郵便局

日本郵便株式会社

板野郵便局

日本郵便株式会社

上板郵便局

徳島新聞板野専売所 徳島新聞高志専売所

徳島新聞広野専売所 徳島新聞藍園専売所 徳島新聞板野南専売所 徳島新聞松島専売所

婦人会

老人クラブ連合会
神山町

老人クラブ連合会

牟岐町

老人クラブ連合会

美波町

老人クラブ連合会

板野町

老人クラブ連合会

上板町

老人クラブ連合会

自治会

防災関係
美波町

自主防災会連合会

北島町

自主防災組織連絡協議会
上板町

防犯推進委員協議会

石井町

ボランティア連絡協議会

おさいふ学ミニ講座参加

者東地区
第１号被保険者

※介護保険法に基づく

おさいふ学ミニ講座参加

者西地区
第２号被保険者

※介護保険法に基づく

おさいふ学ミニ講座参加

者南地区

※徳島県内の地方公共団体を全国地方公共団体コード順に掲載   （注１）地方公共団体名欄の（　）内の数字は、構成員数

※「改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイドライン（平成27年３月）」P38の分類を参考に作成   （注２）★印は事務局 （注6）農業協同組合は信用事業（貯金・融資、為替など）の銀行業務を行っている

  （注３）徳島県市長会及び徳島県町村会は、その他行政関係部局等として分類

  （注４）自治会等の地縁団体、防犯協会、民間団体等

※団体名等は協議会参画当初の名称

（注5）★事務局は構成員に含まれない

そ

の

他

民

間

団

体

等

　

　

（

注

４

）

防犯関係

一般

教

育

事

業

者

・

事

業

者

団

体

コンビニエンスストア

消費生活協同組合

宅配事業者

金融機関

報道関係

団体名等

（注１）

団体名等

社会福祉協議会

障がい者関係

保健所

警察

司

法

関

係

団体名等 団体名等 団体名等

病院、医師、

歯科医師等

消費者団体

福祉関係部局

(注2）

その他行政関係部局等

（注3）

福

祉

関

係

団

体

民生委員・児童委員、

民生・児童委員協議会

団体名 団体名等 団体名等

消費者行政部局

(注2）

団体名等団体名等 団体名等団体名等
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徳島県市町村データ一覧 （H31.４.１時点） 〈参考資料２〉

設置前 設置後

徳島県 731,069 33.4 4,146.8

危機管理部

消費者くらし安全

局消費者くらし政

策課

28
消

費

危機管理部

消費者くらし安全

局消費者くらし政

策課

新規 36 有 無 H29.12.20 無 有 -
徳島県

消費者情報センター
週６日

水曜日・祝日・

年末年始
S46.4.1 8 3,048 - -

徳島市 ★ 255,433 29.5 191.4
市民環境部

市民生活課
4

消

費

市民環境部

市民生活課
新規 27 有 無 Ｈ30.2.7 無 有 委託

徳島市

消費生活センター
週６日

火曜日・祝日・

年末年始

S59.4.21

（H29.10.1～佐

那河内村、石井

町、神山町との広

域連携）

4 1,514 2,462 2,523
広域連携

消費生活センター所在

鳴門市 ★ 56,271 34.5 135.7
市民環境部

市民協働推進課
2

消

費

市民環境部

市民協働推進

課

新規 12 有 有 Ｈ30.3.28 無 無 委託
鳴門市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜・

祝日・年末年始
S50.4.21 3 363 523 544

小松島市 36,861 34.0 45.4
市民環境部

市民生活課
4

消

費

・

福

祉

市民環境部

市民生活課・

保健福祉部

介護福祉課・

小松島市消費

生活センター

新規 18 有 有 Ｈ30.7.24 無 有 委託
小松島市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜・

祝日・年末年始

H22.8.1

（H29.4.1～勝浦

町、上勝町との広

域連携）

2 268 323 373
広域連携

消費生活センター所在

阿南市 ★ 70,390 32.9 279.3
市民部

市民生活課
1

消

費

市民部

市民生活課
新規 7 有 有 Ｈ30.2.26 無 無 委託

阿南市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H22.4.1

（H24.4.1～那賀

町、美波町、

H29.4.1～牟岐

町、海陽町との広

域連携）

2 485 608 621
広域連携

消費生活センター所在

吉野川市 39,540 37.7 144.1 総務部総務課 3
消

費
総務部総務課 新規 10 有 有 H30.2.23 有 無 直営

吉野川市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始
H29.5.1 2 239 411 414

阿波市

(注６）
35,344 36.9 191.1

阿波市消費生活

センター
1

消

費

阿波市消費

生活センター
新規 18 有 有 H30.4.25 無 無 直営

阿波市

消費生活センター
週5日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始
H29.6.1 3 200 341 357

(注６）組織改編により、平成31年

４月に消費者行政事務を消費生活セ

ンターにて行うこととなったため、

令和元年６月に協議会事務局が産業

経済部商工観光課から消費生活セン

ターに変更

美馬市 28,793 38.5 367.1
経済建設部

企業応援課
1

消

費

経済建設部

企業応援課
新規 22 有 有 H30.11.2 無 無 直営

美馬地区

消費生活センター
週６日

土曜日・祝日

年末年始

H22.4.1

（H29.6.1～つ

るぎ町との広域

連携）

3 167 182 185
広域連携

消費生活センター所在

三好市 24,505 44.7 721.4
産業観光部

商工政策課
1

東みよ

し町と

連携

消

費

みよし消費

生活センター・

産業観光部

商工政策課・

（※東みよし町

産業課）

新規 16 有 有 H30.10.17 有 有 直営
みよし

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H30.3.1

（東みよし町との

広域連携）

2 13 97 101
広域連携

消費生活センター所在

勝浦町 4,970 42.7 69.8 住民課 1
消

費
住民課 既存＋α 11 有 有 H30.5.28 無 無 委託

小松島市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜・

祝日・年末年始

H22.8.1

（H29.4.1～勝浦

町、上勝町との広

域連携）

(2) (268) 35 35

上勝町 1,369 55.4 109.6 住民課 1
消

費
住民課 既存＋α 5 無 有 H30.10.12 無 無 委託

小松島市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H22.8.1

（H29.4.1～勝浦

町、上勝町との広

域連携）

(2) (268) 8 7

佐那河内村 2,112 47.1 42.3 産業環境課 1

消

費

・

福

祉

産業環境課・

健康福祉課
既存＋α 7

無

(注１)
無 H30.9.20 無 無 委託

徳島市

消費生活センター
週６日

火曜日・祝日・

年末年始

S59.4.21

（H29.10.1～佐

那河内村、石井

町、神山町との広

域連携）

(4) (1,514) 8 11
(注１）消費者安全法に基づく協議

会である旨は、議事録に記載

石井町 25,094 32.6 28.9 産業経済課 1
福

祉

長寿社会課

（注２）
既存＋α

20

(注３)

無

(注４)
無 H30.7.5 無 無 委託

徳島市

消費生活センター
週6日

火曜日・祝日・

年末年始

S59.4.21

（H29.10.1～佐

那河内村、石井

町、神山町との広

域連携）

(4) (1,514) 168 174

(注２）消費者安全法に基づく協議

会に関する事務は、産業経済課が担

う

(注３）事務局である長寿社会課は

構成団体数に含まれない

(注４）消費者安全法に基づく協議

会である旨は、議事録に記載

神山町 4,729 53.5 173.3 住民課 1
福

祉

地域包括支援

センター
新規 16

有

(注５)
有 H30.6.29 無 無 直営

徳島市

消費生活センター
週6日

火曜日・祝日・

年末年始

S59.4.21

（H29.10.1～佐

那河内村、石井

町、神山町との広

域連携）

(4) (1,514) 25 25

(注５）消費者安全法に基づく協議

会である旨は、設置要綱には記載せ

ず、議事録に記載

那賀町 7,556 51.2 695.0 総務課 5
消

費
総務課 既存＋α 8 有 有 H31.3.1 無 無 直営

阿南市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H22.4.1

（H24.4.1～那賀

町、美波町、

H29.4.1～牟岐

町、海陽町との広

域連携）

(2) (485) 37 34

牟岐町 3,857 53.3 56.6 総務課 1
消

費
総務課 既存＋α 9 有 有 H31.2.27 無 無 委託

阿南市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H22.4.1

（H24.4.1～那賀

町、美波町、

H29.4.1～牟岐

町、海陽町との広

域連携）

(2) (485) 27 27

美波町 6,449 48.7 140.7 総務課 1
消

費
総務課 新規 12 有 有 H30.12.25 無 無 直営

阿南市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H22.4.1

（H24.4.1～那賀

町、美波町、

H29.4.1～牟岐

町、海陽町との広

域連携）

(2) (485) 47 45

海陽町 8,638 45.6 327.7 総務課 1
消

費
総務課 既存＋α 9 有 有 H31.3.27 無 無 委託

阿南市

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H22.4.1

（H24.4.1～那賀

町、美波町、

H29.4.1～牟岐

町、海陽町との広

域連携）

(2) (485) 50 47

松茂町 14,826 26.3 14.2 産業環境課 2
消

費
産業環境課 新規 8 有 無 H30.2.14 無 無 直営

松茂･北島

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H29.6.1

（北島町との広域

連携）

2 136 119 130
広域連携

消費生活センター所在

北島町 22,591 25.8 8.7 まちみらい課 2
消

費
まちみらい課 新規 12 有 有 H30.2.7 無 無 直営

松茂･北島

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H29.6.1

（松茂町との広域

連携）

(2) (136) 173 183

藍住町 35,023 25.0 16.3 経済産業課 2
消

費
経済産業課 新規 13 有 有 H31.1.22 無 無 直営

藍住町

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始
H29.6.1 2 115 280 279

板野町 13,190 32.6 36.2 産業課 1
消

費

産業課・

消費生活

相談所

既存 25 有 有 H28.4.1 無 無 直営
板野町

消費生活相談所
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始
H22.4.1 3 288 272 314

上板町 11,574 35.0 34.6 産業課 1
消

費
産業課 新規 22 有 無 H29.12.18 無 無 委託

上板町

消費生活相談窓口
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始
H23.4.1 1 139 182 189

つるぎ町 7,921 46.6 194.8 商工観光課 1
消

費
商工観光課 新規 10 有 有 H31.3.19 無 無 直営

美馬地区

消費生活センター
週６日

土曜日・祝日

年末年始

H22.4.1

（H29.6.1～美馬

市との広域連携）

(3) (167) 36 36

東みよし町 14,033 35.7 122.5 産業課 1
三好市

と連携

消

費

産業課

（※みよし消費

生活センター・

三好市産業観光部

商工政策課）

新規 16 有 有 H30.10.17 有 有 委託
みよし

消費生活センター
週５日

土曜日・日曜日

祝日・年末年始

H30.3.1

（三好市との広域

連携）

(2) (13) 74 74

※消費生活相談件数は、令和元年7月1日までにPIO-NETに登録された平成29年度の消費生活相談件数。徳島県から情報提供

※消費者行政担当職員数、消費生活相談員数は、地方公共団体から情報提供（平成31年4月1日時点）

※人口、高齢化率は、徳島県ウェブサイトの推計人口参照(平成31年4月1日時点）。面積は、国土交通省国土地理院「全国都道府県市町村別面積調」参照（平成30年10月1日時点）

構成団体

数

設置要綱

の有無

県・市町村

名

人口

(★人口５万人

以上)

消費者行政

担当部局 新規/

既存

広域

連携

面積

（㎢）
備考

地域包括

支援セン

ター
事務局を担当

する部局

高齢化率

(%) 各セン

ター別

※消費生活センターが広域連携している場合：センター別の消費生活相談員数は、センターが所在している市町の相談員数を（ ）書きで記載。センター別の消費生活相談件数は、センターが所在している市町で受け付けた相談件数を（ ）書きで記載

契約当事

者地域別

相談者

地域別

協議会消費者

行政

担当職

員数

消費生活相談件数消費生活センター

個人情報

の取扱
設置年月日 名称 開所日 休所日 開設状況

消費生活

相談員数

交付金活用の有無
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H30.4.25 設置

三好市

東みよし町

三好市
美馬市

徳島市

神山町

藍住町 松茂町

板野町
上板町

鳴門市

石井町

那賀町

吉野川市

阿波市

勝浦町

牟岐町

上勝町

海陽町

小松島市

阿南市

美波町

H30.2.23 設置

H30.3.28 設置

H30.2.7 設置

H30.2.14 設置

H30.2.7 設置

H30.2.26 設置

H28.4.1 設置

H29.12.18 設置

H30.６.29 設置

つるぎ町

H30.7.5設置

佐那
河内村

北島町

H30.5.28設置

・24市町村／24市町村

徳島県 全体 25

・徳島県 1 （H29.12.20 設置）

H30.7.24設置

H30.9.20設置

H30.11.2 設置

H30.10.12 設置

H30.10.17 設置
（三好市・東みよし町）

（広域連携）

H30.12.25 設置

H31.1.22 設置

H31.3.19 設置

H31.2.27 設置

H31.3.1 設置

平成28年度
平成29年度
平成30年度上半期
平成30年度下半期

H31.3.27 設置

徳島県内消費者安全確保地域協議会の設置状況 〈参考資料３〉

9
8

※平成31年３月27日現在



徳島県内消費生活センター一覧

9
9

〈参考資料４－１〉

●徳島県消費者情報センター 〈住所〉〒770-0851 ●阿波市消費生活センター 〈住所〉〒771-1695

平日（水曜除く） 9：00～18：00 徳島県徳島市徳島町城内2番地1 平日　　9：00～16：00 徳島県阿波市市場町切幡字古田201番地1

土曜・日曜　9：00～16：00 とくぎんトモニプラザ 〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 阿波市役所1階

〈休所日〉水曜・祝日・年末年始 （徳島県青少年センター）5階 カバー人口：35,690人 〈電話番号〉0883-30-2222

カバー人口：736,475人 ○相談件数：200件　○相談員数：3名 〈FAX〉　 　0883-30-2223

○相談件数：3,048件　○相談員数：8名 〈電話番号〉088-623-0110 ●美馬地区消費生活センター 〈住所〉〒779-3602

〈FAX〉　　088-623-0174 （美馬市、つるぎ町） 徳島県美馬市脇町大字猪尻字西分116番地1

●徳島市消費生活センター 〈住所〉〒770-0834 平日・日曜　　9：30～16：00 美馬市地域交流センター

（徳島市、佐那河内村、石井町、神山町） 徳島県徳島市元町１丁目24番地 〈休所日〉土曜・祝日・年末年始 「ミライズ」1階　「相談のハコ」

平日（火曜除く）　10：00～17：00 アミコビル3階 カバー人口：37,133人 〈電話番号〉0883-53-1541

土曜・日曜　10：00～17：00 ○相談件数：167件　○相談員数：3名 〈FAX〉　    0883-53-1542

〈休所日〉火曜・祝日・年末年始 〈電話番号〉088-625-2326 ●みよし消費生活センター 〈住所〉〒778-0002

カバー人口：288,823人 〈FAX〉　　088-625-2365 (三好市、東みよし町） 徳島県三好市池田町マチ2145番地1
○相談件数：1,514件　○相談員数：4名 平日　　9：00～16：00 三好市役所第1分庁舎

　　　　（12：00～13：00を除く）
●鳴門市消費生活センター 〈住所〉〒772-0003 〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 〈電話番号〉0883-72-7188

平日　　9：30～15：30 徳島県鳴門市撫養町南浜字東浜165番地10 カバー人口：39,064人 〈FAX〉   　0883-76-0203

〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 うずしお会館4階 ○相談件数：13件　○相談員数：4名

カバー人口：56,857人 ●松茂･北島消費生活センター 〈住所〉〒771-0295

○相談件数：363件　○相談員数：3名 〈電話番号・FAX〉088-686-3776 （松茂町・北島町） 徳島県板野郡松茂町広島字東裏30番地

平日　　9：00～15：00 松茂町役場1階

●小松島市消費生活センター 〈住所〉〒773-0006 〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始

（小松島市、勝浦町、上勝町） 徳島県小松島市横須町2番14号 カバー人口：37,696人 〈電話番号〉088-699-4300

平日　　9：00～16：00 小松島市教育委員会　庁舎内 ○相談件数：136件　○相談員数：2名 〈FAX〉   　088-699-2141

〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 ●藍住町消費生活センター 〈住所〉〒771-1202

カバー人口：43,618人 〈電話番号・FAX〉0885-38-6880 平日　　10：00～15：00 徳島県板野郡藍住町奥野字猪熊175-2

○相談件数：268件　○相談員数：2名 　　　　（12：00～13：00を除く） 藍住町立図書館2階

〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始

●阿南市消費生活センター 〈住所〉〒774-0030 カバー人口：35,026人 〈電話番号〉088-679-1848

（阿南市、那賀町、牟岐町、美波町、海陽町） 徳島県阿南市富岡町今福寺40番地17 ○相談件数：115件　○相談員数：2名 〈FAX〉　   088-692-0133

平日　　9：30～16：30 阿南社会福祉会館3階 ●板野町消費生活相談所 〈住所〉〒779-0105

〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 平日　　9：00～15：00 徳島県板野郡板野町大寺字亀山西169-5

カバー人口：97,818人 〈電話番号〉0884-24-3251 〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 板野町町民センター1階
○相談件数：485件　○相談員数：2名 〈FAX〉　　0884-23-6079 カバー人口：13,261人 〈電話番号〉088-672-6099

○相談件数：288件　○相談員数：3名 〈FAX〉　   088-672-1113

●吉野川市消費生活センター 〈住所〉〒776-8611 ●上板町消費生活相談窓口 〈住所〉〒771-1392

平日　　9：00～15：30 徳島県吉野川市鴨島町鴨島115番地1 平日　　9：00～16：30 徳島県板野郡上板町七條字経塚42

〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始 吉野川市役所本館3階　総務課内 　　　　（12：00～13：00を除く） 上板町農村環境改善センター1階

カバー人口：39,832人 〈休所日〉土曜・日曜・祝日・年末年始

○相談件数：239件　○相談員数：2名 〈電話番号〉0883-36-1840 カバー人口：11,657人 〈電話番号〉088-694-6816

〈FAX〉　　0883-22-2244 ○相談件数：139件　○相談員数：1名 ※来所の場合は、要事前連絡

※カバー人口は徳島県ウェブサイトの推計人口（平成31年4月1日時点）

※消費生活相談件数は「相談件数」、消費生活相談員数は「相談員数」と表記

※消費生活相談件数は、令和元年7月1日までにPIO-NETに登録された平成29年度の消費生活相談件数。徳島県から情報提供

※消費生活相談員数（平成31年4月1日時点）は、地方公共団体から情報提供



板野町消費生活相談所
（平成22年4月1日開設）

藍住町消費生活センター
(平成29年6月1日開設)

松茂・北島消費生活センター
（平成29年6月1日開設）

徳島市消費生活センター
(昭和59年4月21日開設、
平成29年10月1日広域連携)

小松島市消費生活センター
(平成22年8月1日開設、
平成29年4月1日広域連携)

阿南市消費生活センター
(平成22年4月1日開設、

平成24年4月1日那賀町、美波町と広域連携、
平成29年4月1日牟岐町、海陽町と広域連携）

美馬地区消費生活センター
(平成22年4月1日開設、
平成29年6月1日広域連携)

みよし消費生活センター
（平成30年3月1日開設）

吉野川市消費生活センター
(平成29年5月1日開設)

阿波市消費生活センター
(平成29年6月1日開設)

鳴門市消費生活センター
（昭和50年4月21日開設）

上板町消費生活相談窓口
(平成23年4月1日開設)

徳島県消費者情報センター（徳島市）
(昭和46年4月1日開設）
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徳島県内消費生活センター管轄区域図
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徳島県内警察署一覧

1
0
1

位置 管轄区域

徳島中央警察署 徳島市中洲町一丁目18-2
徳島市（徳島名西警察署及び徳島板野警察署の管轄に属する地域を除く。）
名東郡

徳島市庄町三丁目5

石井庁舎 名西郡石井町石井字石井1339

徳島板野警察署 板野郡北島町鯛浜字川久保211-1

板野庁舎 板野郡板野町大寺字大向34-1

鳴門警察署 鳴門市大津町吉永755-7 鳴門市

小松島警察署 小松島市日開野町字崎田26
小松島市
勝浦郡

阿南警察署 阿南市富岡町トノ町1-4 阿南市

那賀警察署 那賀郡那賀町和食郷字南川171-3 那賀郡

牟岐警察署 海部郡牟岐町大字中村字山田2-1 海部郡

阿波吉野川警察署 吉野川市川島町川島550-1

阿波庁舎 阿波市市場町香美字原田324-1

美馬市脇町字拝原1976-1

つるぎ庁舎 美馬郡つるぎ町貞光字大須賀40-2

三好警察署 三好市池田町ウエノ3039-1
三好市
三好郡(美馬警察署の管轄に属する地域を除く。)

※徳島県警察ウェブサイト「警察署位置・電話番号・管轄区域一覧」から抜粋

徳島市佐古一番町、佐古二番町、佐古三番町、佐古四番町、佐古五番町、佐古六番町、佐古七番町、佐古八番
町、南佐古一番町、南佐古二番町、南佐古三番町、南佐古四番町、南佐古五番町、南佐古六番町、南佐古七番
町、南佐古八番町、北佐古一番町、北佐古二番町、佐古山町、田宮町、南田宮、北田宮、春日町、春日、南矢三
町、北矢三町、南島田町、中島田町、北島田町、蔵本町、蔵本元町、南蔵本町、庄町、南庄町、鮎喰町、名東町、加
茂名町、不動本町、不動東町、不動西町、不動北町、入田町、中吉野町四丁目、上助任町三本松、一宮町、下町及
び国府町
名西郡

徳島市川内町及び応神町
板野郡

吉野川市
阿波市

美馬市
美馬郡
三好郡東みよし町毛田一六一三番地から二六八一番地まで及び四〇九五番地から四七七三番地まで並びに中庄
二九六五番地から四一七二番地まで

名　　称

徳島名西警察署

美馬警察署

〈参考資料５－１〉
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※平成30年4月１日現在※一部に管轄警察署が重複する市町村あり

※徳島県警察作成

徳島県内警察署管轄区域図

1
0
2

〈参考資料５－２〉



消費生活センターについて

・訪問販売（リフォーム工事、床下・屋根の点検など）、
電話勧誘販売（訪問購入、健康食品、光回線サービス
など）、催眠商法、インターネットショッピングなど、
悩んだら…契約をする前に！

・契約後、困ったことが起きたら…
・自分だけで判断するのが難しいと感じたら…

あなたは、日々の消費生活で
悩むことはありませんか？

消費生活センターや消費生活相談窓口では、消費生活
に関する様々な相談や苦情を受け付けています。消費者
トラブルに巻き込まれたときはもちろん、トラブルに
なっていない場合でも、契約をする前に分からないこと、
不安なことがあれば、気軽に相談してみましょう。
電話での相談のほか、相談窓口で消費生活相談員と

会って相談することもできます。相談は無料で、相談す
る方の秘密は守られます。
専門の知識・経験のある消費生活
相談員が、あなたのお話を聞きな
がら、トラブル解決のお手伝いを
してくれます。

に相談しましょう！

契約をする前に相談を‼

〈参考資料６－１〉
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消費生活センターについて

消費生活センターとは？

消費生活センターとは、地方公共団体が運営する消費者のた

めの相談、あっせん業務を行う機関です。
全国855か所に設置されており、3,438人の消費生活相談員が
配置されています（平成30年４月１日現在）。
※国民生活センターのウェブサイトから全国の消費生活センターを検索
することができます。
（http://www.kokusen.go.jp/map/index.html）

相談の仕組み

（注１） 国民生活センター等の登録試験機関が実施する消費生活相談員資格試験の
合格者又はそれと同等以上の専門知識・技術を持った者

（注２） 全国の消費生活センター等に寄せられた消費生活相談情報を収集するシス
テム

消費者
消費生活センター等

消費生活相談員
(注１）

相 談

国民生活センター
（PIO-NET）

(注２） 事業者消費者庁

重大
事故情報

ँ

च
॒

行政処分
法令の制定・改正等

104
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「消費者ホットライン」１８８

「消費者ホットライン」１８８（いやや）とは？

消費者ホットラインは、消費生活センター等の消費生

活相談窓口の存在や連絡先を御存知でない消費者の方に、

お近くの消費生活相談窓口を御案内することにより、消

費生活相談の最初の一歩をお手伝いするものです。

土日祝日においても、市区町村や都道府県の消費生活

センター等が開所していない場合には、国民生活セン

ターで相談の補完をするなど、年末年始（12月29日～１

月３日）を除いて、原則毎日御利用いただけます。

電話での操作の流れなどは次のページを御覧ください。

※相談窓口につながった時点から通話料金の御負担が発生します（相談は無料です）。
※携帯会社の通話料金定額サービス等でも別途ナビダイヤル通話料金が発生します。相
談窓口に直接かけたほうが安くなる場合もあります。

※お近くの市区町村や都道府県の消費生活センター等の消費生活相談窓口を御案内する
もので、消費者庁につながるものではありませんので、御注意ください。

※一部のIP電話、プリペイド式携帯電話からは御利用いただけません。

消費者ホットライン１８８
イメージキャラクター

イヤヤン

い や や

一人で悩まず、ためらわずに、

１８８（いやや）
を御利用ください。

もしかして？
不安になったらすぐ電話！

いやや（１８８）
泣き寝入り！

105
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「消費者ホットライン」１８８
い や や
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＊掲載ウェブサイト
＜消費者庁＞
https://www.caa.go.jp/publication/pamphlet/
＜国民生活センター＞
http://www.kokusen.go.jp/mimamori/index.html

活用してね！

消費者庁消費者ホットライン１８８
イメージキャラクターイヤヤン

参考資料７－１は、消費者庁や国民生活センターが作成
している注意喚起のチラシの例示です。消費者庁や国民生
活センターのウェブサイトに掲載しており、どなたでもダ
ウンロードして御活用いただけます。
また、本資料以外にも以下のウェブサイトにチラシ等を

掲載していますので、是非御一読いただき、消費者被害の
未然防止・拡大防止にお役立ていただければ幸いです。

●例えば…

・協議会やそれぞれの構成団体の会議や研修会などで配布

・高齢者への訪問活動で配布（民生委員・児童委員の方や地域

包括支援センター訪問活動時）

構成員間で情報共有をすることで、異変に気付くきっか
けや、訪問活動の際の話のきっかけにしていただけます。
是非御活用ください。

消費者被害に関する注意喚起チラシ

〈参考資料７－１〉
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消費者被害に関する注意喚起チラシ

〈参考資料７－１〉



消費者トラブルに関するチラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者トラブルに関するチラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ

〈参考資料７－１〉
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（出所）国民生活センター

消費者被害に関する注意喚起チラシ
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（出所）国民生活センター

消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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消費者被害に関する注意喚起チラシ
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参考資料７－２は、消費者庁が作成している資料の例示
です。消費者庁のウェブサイトに掲載しており、どなたで
もダウンロードして御活用いただけます。
また、本資料以外も以下のウェブサイトに資料を掲載し

ていますので、是非御一読いただき、消費者被害の未然防
止・拡大防止にお役立ていただければ幸いです。

●本資料は…

・事案ごとに消費者被害に遭わないために注意すべきポイント

などがまとめられています

・協議会やそれぞれの構成団体の会議や研修会などで配布して

いただけます

・高齢者等の異変に気付くきっかけや注意喚起に活用できます

構成員間で情報共有をすることで、異変に気付くきっか
け作りや、注意喚起などに活用していただけます。
是非御活用ください。

消費者庁消費者ホットライン１８８
イメージキャラクターイヤヤン

お役に立てれば
幸いです！

＊掲載ウェブサイト
＜消費者庁＞
https://www.caa.go.jp/publication/pamphlet/

消費者被害に遭わないために
注意すべきポイント

〈参考資料７－２〉
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参考ウェブサイト一覧
〈参考資料８〉

＜消費者庁：消費者安全確保地域協議会（見守りネット
ワーク）＞

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/network/

１．設置状況

消費者安全確保地域協議会 設置状況一覧（全国）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/network/#01

２．消費者安全確保地域協議会設置の手引き

◆「消費者安全確保地域協議会設置の手引き」（平成31年４月）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/consumer_safet
y_act_amendment_190425_0001.pdf

３．ガイドライン（消費者安全確保地域協議会関連）

◆「改正消費者安全法の実施に係る地方消費者行政ガイドライン」（平成27

年３月）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/guideline1.pdf

◆「消費者安全法第11条の2の運用に関するガイドライン」（平成27年３

月）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/guideline2.pdf
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参考ウェブサイト一覧
〈参考資料８〉

４．事務連絡等（消費者安全確保地域協議会関連）

◆ 厚生労働省発出文書「消費者安全確保地域協議会設置の手引き」の周知に

ついて(依頼)

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/network/#04

◆「地方公共団体における消費者安全確保地域協議会の設置促進について

（依頼） ）（平成29年４月24日消教地第185号）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/region_index_11
_170710_0001.pdf

◆「消費者安全確保地域協議会に関するＱ＆Ａ（地方公共団体向け）」

（平成29年４月24日）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/region_index11_
170426_0001.pdf

◆「消費者安全確保地域協議会における個人情報の取扱いの促進について

（依頼）」（平成29年７月21日消教地第307号）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/network/pdf/network_190603_0004.pdf

◆「高齢者の消費者被害への対応について」（平成27年７月10日消教地第

270号）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/consumer_safet
y_act_amendment_190304_0001.pdf
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参考ウェブサイト一覧
〈参考資料８〉

５．事例集

設置事例集 in 徳島（平成29年度版：平成30年9月公表、平成

30年度上半期版：平成31年3月公表）

https://www.caa.go.jp/future/project/project_011/

◆ 平成29年度版「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワーク）」設

置事例集 in 徳島（第１集）（平成30年９月26日）

https://www.caa.go.jp/future/project/project_011/2017/pdf/projec
t_011_2017_190328_0002.pdf

◆平成30年度上半期版「消費者安全確保地域協議会（見守りネットワー

ク）」設置事例集 in 徳島（第２集）（平成31年3月28日）

https://www.caa.go.jp/future/project/project_011/pdf/project_011
_190328_0002.pdf

取組事例集（平成29年4月公表）

◆「地方公共団体における消費者安全確保地域協議会設置事例」（平成29年

４月）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/pdf/region_index11_
170426_0018.pdf

見守りネットワーク構築（平成28年度1月公表）

https://www.caa.go.jp/policies/policy/local_cooperation/system_im
provement/consumer_safety_act_amendment/#08
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参考ウェブサイト一覧
〈参考資料８〉

＜出版物・パンフレット等＞

◆ 消費者庁で発行している消費者被害の未然・拡大防止のための注意喚起

チラシ等

https://www.caa.go.jp/publication/pamphlet/

＜通知文書等＞
◆「消費者安全確保地域協議会への対応について（通達）」（平成28年３月

10日警察庁丙生経発第３号、丙生企発第164号）

https://www.npa.go.jp/pdc/notification/seian/seikeitaisakukanrikan
/seikan20160310.pdf

◆ 平成28年度国と地方のコラボレーションによる先駆的プログラム「地域

消費者被害防止ネットワーク活 動強化事業実施報告書」（平成29年３月

北海道）

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/ks/sak/houkokusho.pdf

◆「平成30年度 全国厚生労働関係部局長会議資料」

（８）社会・援護局 詳細資料４－社会・援護局 P131

https://www.mhlw.go.jp/topics/2019/01/dl/8_shakaiengo-05.pdf

＜独立行政法人 国民生活センター＞

◆「見守り新鮮情報」

http://www.kokusen.go.jp/mimamori/mj_mglist.html

◆「子どもサポート情報」

http://www.kokusen.go.jp/mimamori/kmj_mglist.html
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参考ウェブサイト一覧
〈参考資料８〉

＜DVD＞
◆ 見守りの担い手向け映像教材「高めよう！「見守り力」」

https://www.caa.go.jp/policies/poli
cy/consumer_education/public_awa
reness/teaching_material/material_
009/movie_001/


